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令和４年１月２１日 
  

改めて考える都区制度改革（平成１２年改革）の 

意義と都区制度のこれから 

――  令令和和３３年年度度第第３３回回  特特別別区区議議会会議議員員講講演演会会  ――  
 

＜＜  目目    次次  ＞＞  

◇◇改改めめてて都都区区制制度度改改革革をを考考ええるる意意味味  ～～平平成成１１２２年年改改革革かからら間間ももななくく２２２２年年  

１１  都都区区制制度度（（特特別別区区制制度度））のの概概要要  

◇◇  都都区区制制度度（（特特別別区区制制度度））ととはは  

◇◇  都都区区のの役役割割分分担担とと財財源源のの調調整整（（都都区区財財政政調調整整制制度度））  

    （（都都区区間間財財源源配配分分、、特特別別区区間間のの財財政政調調整整、、現現行行制制度度上上のの課課題題））  

◇◇  特特別別区区制制度度のの歴歴史史  

２２  平平成成 1122 年年改改革革のの意意義義  

○○都都区区のの思思惑惑をを超超ええたた法法改改正正内内容容  

  ○○大大都都市市地地域域にに広広域域自自治治体体とと複複数数のの基基礎礎自自治治体体にによよるる二二層層制制のの自自治治制制度度をを確確立立  

○○積積みみ残残ししのの課課題題（（新新制制度度施施行行時時））  

３３  平平成成 1122 年年改改革革以以降降のの動動きき  

((11))  都都区区間間のの財財源源配配分分（（主主要要 55 課課題題協協議議））  

((22))  都都区区ののあありり方方検検討討（（都都区区ののあありり方方検検討討委委員員会会、、東東京京のの自自治治ののあありり方方研研究究会会））  

((33))  児児童童相相談談所所のの設設置置自自治治体体のの拡拡大大  

((44))  特特別別区区制制度度調調査査会会  

((55))  地地方方分分権権改改革革のの流流れれのの中中でで  

（（地地方方分分権権のの推推進進にに関関すするる衆衆参参両両院院決決議議、、第第11期期地地方方分分権権改改革革、、三三位位一一体体改改革革、、  

第第２２期期地地方方分分権権改改革革、、第第 3300 次次地地方方制制度度調調査査会会答答申申、、特特別別区区全全国国連連携携ププロロジジェェククトト））

４４  都都区区制制度度（（特特別別区区制制度度））ののここれれかからら  

（（特特別別区区制制度度ををめめぐぐるる議議論論、、今今後後のの特特別別区区のの制制度度的的課課題題））  

（（参参考考））特特別別区区長長会会がが東東京京都都にに求求めめてていいるる重重点点事事項項  

((11))  都都区区ののあありり方方検検討討のの再再開開    ((22))  都都市市計計画画事事業業ののあありり方方にに関関すするる協協議議のの実実施施  

((33))  固固定定資資産産税税のの減減免免等等ににつついいててのの事事前前協協議議    ((44))  児児童童相相談談所所設設置置のの促促進進  

((55))  都都区区双双方方のの事事業業実実績績にに見見合合うう都都市市計計画画交交付付金金のの増増額額  

((66))  特特別別交交付付金金ののあありり方方のの見見直直しし  

◇◇ままととめめ 
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◇改めて都区制度改革を考える意味 ～平成１２年改革から間もなく２２年 

  
・・都都区区制制度度（（特特別別区区制制度度））はは、、特特別別区区のの活活動動のの基基盤盤  

  ・・都都道道府府県県とと市市町町村村のの一一般般的的なな制制度度でではは説説明明ししききれれなないい  

  ・・““負負いい目目””かかららのの解解放放（（半半人人前前のの制制限限自自治治体体？？））  

   ・市に比べ権限が制約されている？ 

   ・財政面で都に依存している？ 

   ・住民の自治意識が薄い？ 

   ・区や区議会に無駄が多い？ 

     （参考）大阪市会 定数 83 人（人口 2,752,412 人）*1/33,161 

         特別区議会 23 区計 定数 902 人（人口 9,733,276 人）*1/10,790 

         堺市議会 定数 48 人（人口 826,161 人）*1/17,211 

         世田谷区議会 定数 50 人（人口 943,664 人）*1/18,873 

・・実実態態上上都都がが差差配配ででききるる外外形形ががあありり（（税税、、条条例例、、都都議議会会））、、制制度度論論抜抜ききにに対対抗抗ででききなないい  

・・自自分分たたちちでで守守ららななけけれればばななららなないい（都の主張は法の趣旨からは疑問：主要５課題協議） 

 ・・都都区区間間財財源源配配分分のの課課題題ががいいままだだ解解決決ししてておおららずず、、制制度度改改革革がが運運用用面面でで未未完完ののままままととなな

っってていいるる  

                                    etc.    

１ 都区制度（特別区制度）の概要 

 

◇ 都区制度（特別区制度）とは 

 東東京京都都内内ににはは 6622 のの市市区区町町村村ががあありりまますすがが、、そそのの中中でで、、2233 区区はは「「特特別別区区」」とと呼呼ばばれれてて

いいまますす。。特特別別区区はは、、そそれれぞぞれれ公公選選のの区区長長、、議議会会やや条条例例制制定定権権、、課課税税権権をを持持ちち、、一一般般のの市市町町

村村とと同同じじ基基礎礎自自治治体体でですす（（大大阪阪市市やや横横浜浜市市ななどどのの政政令令指指定定都都市市ににああるる「「区区」」はは、、行行政政区区とと

いいいい、、市市のの内内部部機機構構でであありり、、自自治治体体ででああるる特特別別区区ととはは性性格格もも仕仕組組みみもも異異ななりりまますす））。。    
  一一方方、、東東京京 2233 区区のの区区域域はは、、995500 万万人人をを超超ええるる人人びびととがが暮暮しし、、11 千千 22 百百万万人人をを超超ええるる人人

びびととがが活活動動すするる巨巨大大なな大大都都市市地地域域でですす。。人人口口やや産産業業がが高高度度にに集集積積すするるここのの地地域域のの行行政政はは、、

全全体体ととししてて滞滞りりななくく円円滑滑にに行行わわれれるる必必要要ががあありりまますす。。  
  ここののたためめ、、そそれれぞぞれれのの特特別別区区がが身身近近なな自自治治体体ととししてて基基本本的的なな役役割割をを担担いいつつつつ、、広広域域自自

治治体体ででああるる東東京京都都ととのの特特別別なな役役割割分分担担ののももととにに、、相相互互にに連連携携ししてて東東京京大大都都市市地地域域のの行行政政

にに責責任任をを持持つつ大大都都市市制制度度がが設設けけらられれてていいまますす。。ここのの仕仕組組みみをを都都区区制制度度ああるるいいはは特特別別区区制制

度度とと呼呼んんででいいまますす。。  
都都区区制制度度はは、、人人口口がが高高度度にに集集中中すするる大大都都市市地地域域ににおおいいてて、、広広域域自自治治体体とと複複数数のの基基礎礎自自

治治体体のの特特別別なな役役割割分分担担にによよりり、、大大都都市市行行政政のの一一体体性性確確保保とと身身近近なな自自治治のの両両立立をを図図るる大大都都

市市制制度度でであありり、、現現在在ののととこころろ、、東東京京のの特特別別区区のの存存すするる区区域域ににののみみ適適用用さされれてていいるるももののでで

すす。。  
  通通常常はは市市がが行行うう上上下下水水道道やや消消防防ななどどをを都都がが実実施施すするるここととやや、、都都とと 2233 区区間間のの財財政政調調整整のの

仕仕組組みみががああるるこことと、、ままたた、、都都区区間間及及びび特特別別区区間間のの連連絡絡調調整整をを行行ううたためめのの法法定定のの協協議議組組織織
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がが設設けけらられれてていいるるここととななどどがが特特徴徴でですす。。    
政政令令でで指指定定さされれるる大大都都市市制制度度ででああるる指指定定都都市市ににおおいいててはは、、大大都都市市ととししててのの一一体体性性・・統統

一一性性確確保保ののたためめ、、単単一一のの基基礎礎自自治治体体がが都都道道府府県県のの事事務務をを含含めめ大大半半のの事事務務をを処処理理すするるののにに

対対しし、、都都区区制制度度でではは、、指指定定都都市市とといいうう１１つつのの基基礎礎自自治治体体でではは対対応応ししききれれなないい高高度度にに集集中中

すするる大大都都市市地地域域ににおおいいてて、、複複数数のの基基礎礎自自治治体体（（特特別別区区））がが基基本本的的にに事事務務をを処処理理すするる一一方方、、

広広域域自自治治体体ででああるる都都がが、、府府県県事事務務ののほほかか、、通通常常市市町町村村事事務務ととさされれるるももののののううちち、、大大都都市市

ととししててのの一一体体性性・・統統一一性性確確保保ののたためめ単単一一のの意意思思にによよりり一一体体的的にに処処理理すすべべきき事事務務をを処処理理すす

るるももののととさされれてていいまますす。。 

 
○○都区制度は、政令指定都市制度では対応できない、人口が高度に集中する大都市地域にお

いて、広域自治体と複数の基礎自治体の特別な役割分担により、大都市行政の一体性確保

と身近な自治の両立を図る大都市制度  

    ※※そそののたためめのの特特例例：：事事務務分分担担・・税税配配分分、、都都区区財財政政調調整整制制度度、、都都区区協協議議  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（（参参考考））「「逐逐条条地地方方自自治治法法」」（（松松本本英英昭昭著著））のの第第 228811 条条のの 22 にに関関すするる記記述述抜抜粋粋  

  「「特特別別区区のの存存すするる区区域域のの有有すするる様様々々なな地地域域特特性性ののううちち、、当当該該区区域域をを他他のの地地域域とと区区別別しし、、

行行政政上上特特別別なな対対応応をを迫迫るる決決定定的的なな要要素素はは、、人人口口規規模模及及びびそそれれにに関関連連すするる諸諸機機能能のの集集中中度度

ででああるる。。現現行行のの地地方方自自治治制制度度ににおおいいててはは、、大大都都市市のの制制度度ととししててはは指指定定都都市市制制度度もも存存すするる

ここととかからら、、特特別別区区のの存存すするる区区域域はは、、指指定定都都市市制制度度でではは対対応応ししききれれなないい規規模模ととししてて既既存存のの
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指指定定都都市市をを相相当当上上回回るる人人口口数数百百万万程程度度でで一一体体ととななっったた社社会会的的実実態態ががああるる区区域域ででああるるとと同同

時時にに、、当当該該区区域域のの行行政政ににつついいてて一一つつのの普普通通地地方方公公共共団団体体ででああるる指指定定都都市市でで対対応応すするるこことと

ににはは問問題題ががああるるとと思思わわれれるるももののででああるるとと言言ええるる。。ここれれららをを端端的的にに「「人人口口がが高高度度にに集集中中すす

るる大大都都市市地地域域」」ととししてていいるるののででああるる。。」」 

  

  

  

※※2233 区区のの人人口口規規模模（令和 2 年国勢調査） 

  ・特別区部の人口（9,733,276 人）は、東京都以外の道府県の規模を上回る。 

・各区それぞれが大都市、中核都市並み 

指定都市並み  5 区（世田谷区（943,664 人:13 位）、練馬区（752,608 人:18 位）、

大田区（748,081 人:19 位）、江戸川区（697,932 人:23 位）、

足立区（695,043 人:24 位）） 

             ※いずれも３つの県より多い。世田谷区は８つの県より多い。 

  中核市並み  16 区 

 中央区（169,179 人）158 位、千代田区（66,680 人）415 位／1,741 市区町村中 

  ・人口密度：特別区は、１位（豊島区）～16 位、18 位、22 位～24 位、26 位、27 位、

84 位（千代田区） 

人 口
人口密度
（人／
㎢）

昼夜間人口
比率

歳出（千円）
一人当歳出
（千円）

東 京 都 区 部 9,644,079 15,367 129.8 3,916,271,750 406

札 幌 市 1,970,052 1,757 100.4 992,751,320 504

仙 台 市 1,090,263 1,386 106.1 520,569,286 477

さ い た ま 市 1,307,931 6,015 93.0 547,430,304 419

千 葉 市 980,203 3,607 97.9 456,067,538 465

川 崎 市 1,530,457 10,602 88.3 735,658,102 481

横 浜 市 3,748,781 8,609 91.7 1,765,970,570 471

相 模 原 市 722,828 2,198 88.3 296,379,255 410

新 潟 市 796,500 1,096 101.5 396,836,184 498

静 岡 市 691,185 490 103.0 313,612,705 454

浜 松 市 791,770 508 99.3 349,574,500 442

名 古 屋 市 2,327,557 7,129 112.8 1,217,190,222 523

京 都 市 1,466,264 1,771 109.0 765,989,198 522

大 阪 市 2,740,202 12,162 131.7 1,756,789,204 641

堺 市 827,971 5,526 93.6 415,724,995 502

神 戸 市 1,522,944 2,734 102.2 848,479,219 557

岡 山 市 720,865 913 103.6 325,774,791 452

広 島 市 1,199,365 1,323 101.4 626,662,840 522

北 九 州 市 940,141 1,912 102.3 550,110,942 585

福 岡 市 1,592,657 4,637 110.8 868,661,373 545

熊 本 市 739,393 1,894 102.2 398,501,331 539

東京都区部の人口集中度と歳出の大都市比較

※「人口」は各自治体の推計人口（令和元年10月1日）

※「昼夜間人口」は平成27年国勢調査

※「歳出」は令和元年度普通会計決算



- 5 - 
 

（（参参考考））「「逐逐条条地地方方自自治治法法」」（（松松本本英英昭昭著著））のの第第 228811 条条のの 22 にに関関すするる記記述述抜抜粋粋（（続続きき））  

「「現現行行制制度度はは、、都都のの広広域域的的地地方方公公共共団団体体ととししててのの役役割割のの純純化化がが図図らられれたたももののでであありり、、

特特別別区区のの基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体ととししててのの地地位位ををででききるる限限りり充充実実・・強強化化ししたたももののででああるる。。

ししかかしし、、かかかかるるシシスステテムムがが真真にに効効果果的的かかつつ民民主主的的なな大大都都市市行行政政ををももたたららすすかかどどううかかはは、、

そそのの実実際際のの運運用用ににかかかかっってていいるる。。ととりりわわけけ重重要要ななここととはは、、一一方方でではは特特別別区区のの自自主主性性・・自自

立立性性をを強強めめななががらら、、他他方方でではは大大都都市市行行政政のの一一体体性性・・統統一一性性をを実実現現すするるここととででああるる。。ここのの

課課題題はは、、二二律律背背反反のの要要素素をを含含むむももののででああっってて、、そそのの成成就就ののたためめににはは、、賢賢明明なな行行政政運運営営がが

要要請請さされれるるととこころろででああるる。。」」  
  「「（（都都のの性性格格にに対対比比ししててのの特特別別区区のの位位置置付付けけはは））都都道道府府県県のの性性格格にに対対比比ししてて市市町町村村がが基基

礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体ととさされれるるののとと同同等等のの位位置置づづけけでであありり、、大大都都市市地地域域でで展展開開さされれるる地地方方

自自治治ににおおけけるる特特別別区区優優先先のの原原則則がが明明確確ににさされれてていいるる。。」」  

  「「都都がが特特別別区区にに係係るる市市町町村村事事務務をを処処理理すするるののはは、、特特別別区区ににおおけけるる全全体体ととししててのの一一体体性性

及及びび統統一一性性のの確確保保がが要要請請さされれるるたためめででああるる。。・・・・・・ししかかししななががらら、、当当該該事事務務ににつついいてて、、一一

体体性性及及びび統統一一性性のの確確保保のの要要請請ががああれればば、、即即、、都都にによよるる直直接接のの処処理理がが認認めめらられれるるももののでではは

なないい。。ままずずはは、、特特別別区区相相互互間間でで連連携携しし、、ままたた、、都都がが特特別別区区にに対対ししてて許許容容さされれるる限限りりでで調調整整

権権能能をを行行使使すするるここととにによよりり対対応応すすべべききででああるる。。ここううししたた対対応応でではは足足りりずず、、一一のの統統一一的的なな

意意思思決決定定のの下下、、事事務務をを処処理理ししななくくててははななららなないい必必要要性性ががああるる場場合合にに、、ははじじめめてて都都ががととりり

ここむむ形形でで一一体体的的にに事事務務をを処処理理すするるここととととななるるももののででああるる。。単単にに、、「「行行政政のの一一体体性性及及びび統統一一

性性のの確確保保」」のの必必要要ののああるる事事務務ととははせせずず、、「「行行政政のの一一体体性性及及びび統統一一性性のの確確保保のの観観点点かからら当当該該

区区域域をを通通じじてて都都がが一一体体的的にに処処理理すするるここととがが必必要要ででああるるとと認認めめらられれるる事事務務」」とと規規定定ししてていい

るるののはは、、ここのの意意味味にに他他ななららなないい。。」」 

  

◇ 都区の役割分担と財源の調整（都区財政調整制度） 

 特特別別区区はは、、東東京京大大都都市市地地域域のの基基礎礎自自治治体体ととししてて、、区区民民にに身身近近なな行行政政をを担担っってていいまますす。。

ししかかしし、、ここのの大大都都市市地地域域全全体体をを一一体体ととししてて処処理理すするる必必要要ががああるる事事務務ももあありり、、通通常常はは市市がが

行行うう事事務務ののううちち例例外外的的にに東東京京都都がが処処理理ししてていいるるももののががあありりまますす。。たたととええばば、、水水道道、、下下水水

道道、、消消防防、、大大規規模模なな都都市市計計画画ななどどでですす。。  
  一一方方、、特特別別区区のの区区域域はは 2233 のの基基礎礎自自治治体体ででひひととつつのの大大都都市市地地域域をを構構成成ししてていいまますすがが、、区区

ごごととにに見見るるとと、、そそのの税税源源はは大大ききくく偏偏在在ししてていいまますす。。  
  ここののたためめ、、東東京京都都とと特特別別区区がが役役割割分分担担にに応応じじてて財財源源をを分分けけ、、ままたた 2233 区区のの税税源源のの偏偏在在をを

調調整整ししてて、、そそれれぞぞれれがが均均衡衡ああるる行行政政をを行行ええるるよよううににすするるたためめのの制制度度ととししてて、、都都区区間間とと特特

別別区区相相互互間間のの財財政政調調整整をを行行ううししくくみみがが設設けけらられれてていいまますす。。ここれれをを都都区区財財政政調調整整制制度度とと言言

いいまますす。。  
  ここのの財財政政調調整整をを行行ううたためめのの財財源源ととししてて、、通通常常はは市市町町村村税税ででああるるももののののううちち、、固固定定資資産産

税税やや法法人人住住民民税税等等がが都都税税ととさされれてていいまますす。。東東京京都都とと特特別別区区はは、、毎毎年年財財政政調調整整ののたためめのの協協

議議をを行行っってていいまますす。。  
  ななおお、、地地方方公公共共団団体体間間のの財財政政調調整整のの仕仕組組みみととししててはは、、地地方方交交付付税税制制度度ががあありりまますすがが、、
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ここのの制制度度のの中中でではは、、東東京京都都とと特特別別区区はは合合算算ししてて算算定定さされれ（（たただだしし、、収収入入超超過過とと計計算算さされれ

不不交交付付））、、都都とと個個々々のの 2233 区区のの調調整整ににつついいててはは、、都都区区財財政政調調整整制制度度をを通通じじてて行行ううここととととささ

れれてていいまますす。。  

  
○○都区財政調整制度は、都区間の事務配分・課税権の特例及び 23 区間の財源偏在に応じた

自治体間の財政調整の仕組みであり、地方交付税制度と並ぶ法律上の財源保障制度  

⇒地方交付税は都区合算で都に適用し、都と 23 区は都区財政調整で保障 
        ・・全国の普遍的・標準的な行政水準を確保する交付税制度の中で、都区間の事務や

財源区分等の特例に応じた個別算定は技術的に極めて困難 
    ・交付税制度と都区財政調整制度が相まって都区双方の財源を保障 

○○都区間配分と 23 区間配分は、都区協議で定めることとされており、都区協議会の下に設

定された「都区財政調整協議会」において毎年の協議を行い、都区協議会において合意す

る手順  

※R3 フレーム：基準財政収入額 1 兆 2,128 億円 基準財政需要額 2 兆 1,426 億円 

普通交付金 9,298 億円 特別交付金 489 億円 
  

※※2233 区区間間のの税税源源偏偏在在のの状状況況 
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都都区区間間財財源源配配分分  

※配分割合＝都区間の事務配分に応じた特別区財政調整交付金の原資となる、調整３税

（固定資産税、市町村民税法人分、特別土地保有税）等の一定割合 

※調整 3 税が都区財政調整の財源とされた理由 
   ・特別区相互間において特に税源の偏在が見られる税であること 
   ・都と特別区の財源調整を賄うに足りる規模を有すること 
   ・税の使途が制限されていないこと 

○○都区の役割分担に応じた配分割合の合意は未決着（P16 3(1)「都区間の財源配分」参照）  

○○配分割合の変更については、一定の変更事由がある場合に限定することで合意  
平成 12 年改革時に、「配分割合は中期的に安定的なものとし、大規模な税財政制度の

改正があった場合、都と特別区の事務配分または役割分担に大幅な変更があった場合、

その他必要があると認められる場合に変更する」との合意（H12.3.28 都区協議会「都区

制度改革実施大綱」）を行い、以後、区側は、変更事由に該当する状況の有無を確認しな

がら毎年の協議を実施 
・平成 12 年度 44→52％（清掃事業の移管ほか） 
・平成 19 年度 52→55％（三位一体改革の影響 2％、都補助事業の区自主事業化 1％） 

  ・令和 2 年度 55→55.1％ 
（区設児童相談所に係る特例的対応 ※令和 4 年度に改めて協議）              

  
特特別別区区間間のの財財政政調調整整    

 ※特別区財政調整交付金 
普通交付金（95％）＝基準財政需要額－基準財政収入額（財源超過の場合は不交付） 
  ＊「基準財政需要額」は、各特別区が標準的水準で行政を行う場合に必要な経費

のうち一般財源で賄うべき額を一定の基準により算定したもの 
特別交付金（5％）＝災害等特別の財政需要が生じた場合に交付 

○○特別区間の財政調整については、昭和 50 年制度改革時に、地方交付税の算定方法に準じ

た客観的・自動的算定を旨とする単位費用方式を基本とした改正を行って以降、毎年の協

議の中で、時々の課題の整理と合わせて、基準財政需要額の算定方法の改善合理化を進め

てきている状況  

○○都区間の財源配分を行った後の区側の財源の配分については、特別区間の自主的な調整

を基本に整理すべきとするのが特別区の主張であり、23 区間の意見調整を行いながら都

との協議に対応  

区側提案まとめ ⇒ 都区財政調整協議会・同幹事会 ⇒ 都区協議会 ⇒ 都条例・予算等 
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（参考）都都区区制制度度にに関関すするる都都のの特特徴徴的的なな説説明明（行政部資料から） 

〇都区制度の目的のところで 

「広域自治体である都が、大都市地域の一体性確保の役割を担う点がこの制度の大き

な特色である」 

〇都に留保されている市町村税について 

「これらの税は、都が大都市の一体性を確保する観点で事業を展開していくための財

源として位置付けられたものである」 

 
 
◇ 特別区制度の歴史 

 東東京京にに自自治治制制度度ととししててのの区区がが誕誕生生ししたたののはは、、明明治治 1111 年年にに制制定定さされれたた郡郡区区町町村村編編制制法法にに

よよりり、、東東京京府府にに 1155 区区とと 66 郡郡がが置置かかれれたたののがが始始ままりりでですす。。当当時時のの東東京京府府はは、、概概ねね今今のの特特別別

区区のの区区域域でであありり、、そそのの中中のの 1155 区区はは「「江江戸戸」」のの御御府府内内ととさされれたた地地域域でですす（（多多摩摩地地域域がが加加わわ

りり、、東東京京府府がが現現在在のの東東京京都都とと同同様様のの姿姿ににななっったたののはは明明治治 2266 年年でですす））。。  
  そそのの後後、、明明治治 2222 年年ににはは市市制制町町村村制制のの法法律律がが施施行行さされれ、、ここのの 1155 区区のの区区域域はは、、区区をを存存続続

ささせせたたまままま、、東東京京市市ととななりりままししたた。。大大正正 1111 年年にに定定めめらられれたた東東京京都都市市計計画画区区域域をを基基本本にに、、

昭昭和和７７年年、、東東京京市市はは周周辺辺５５郡郡のの 8822 町町村村をを再再編編ししたた 2200 区区をを併併合合しし、、3355 区区ととななりりままししたた。。

単位：百万円

基準財政需
要額

基準財政収
入額

普通交付金

千 代 田 28,542 25,829 2,713

中 央 49,712 34,851 14,862

港 64,766 79,997 0

新 宿 77,906 54,132 23,774

文 京 53,427 35,659 17,768

台 東 50,596 25,961 24,636

墨 田 65,676 29,067 36,609

江 東 112,742 59,953 52,790

品 川 92,006 54,818 37,188

目 黒 58,813 46,138 12,675

大 田 147,546 85,870 61,676

世 田 谷 172,401 127,791 44,610

渋 谷 52,784 53,440 0

中 野 70,946 38,218 32,727

杉 並 108,800 70,604 38,196

豊 島 64,508 36,985 27,523

北 82,180 34,718 47,462

荒 川 55,611 20,867 34,744

板 橋 117,469 55,175 62,294

練 馬 151,829 75,832 75,996

足 立 152,401 60,696 91,705

葛 飾 109,222 41,272 67,950

江 戸 川 150,538 64,912 85,626

計 2,090,419 1,212,783 893,523

普通交付金区別算定額（令和3年度）

0 50,000 100,000 150,000 200,000

千代田
中央
港

新宿
文京
台東
墨田
江東
品川
目⿊
大田

世田谷
渋谷
中野
杉並
豊島
北

荒川
板橋
練馬
足立
葛飾

江⼾川

単位：百万円

基準財政需要額 基準財政収入額
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ここのの区区域域がが、、ほほぼぼ現現在在のの特特別別区区のの区区域域でですす。。  
  昭昭和和 1188 年年、、戦戦時時体体制制下下ににおおいいてて、、東東京京ににののみみ適適用用さされれるる制制度度ととししてて「「東東京京都都制制」」がが敷敷

かかれれままししたた。。そそれれままででのの東東京京府府、、東東京京市市はは廃廃止止さされれ、、東東京京都都がが誕誕生生ししままししたた。。  
  終終戦戦後後、、民民主主化化政政策策にによよりり改改正正さされれたた「「東東京京都都制制」」ののももととでで、、区区のの自自治治基基盤盤をを強強化化すするる

たためめ 3355 区区のの再再編編がが行行わわれれ、、昭昭和和 2222 年年 33 月月にに 2222 区区がが発発足足ししままししたた。。同同年年 55 月月 33 日日にに施施

行行さされれたた地地方方自自治治法法にによよりり、、区区はは「「特特別別区区」」とと位位置置づづけけらられれ、、同同年年 88 月月ににはは、、板板橋橋区区かか

らら練練馬馬区区がが分分離離独独立立しし、、現現在在のの 2233 特特別別区区ととななりりままししたた。。  
昭昭和和 2222 年年 55 月月 33 日日、、日日本本国国憲憲法法ととととももにに施施行行さされれたた地地方方自自治治法法でではは、、特特別別区区はは一一般般市市

とと同同格格のの自自治治体体ととししてて出出発発ししままししたた。。ととこころろがが、、実実際際ににはは多多くくのの事事務務権権限限がが東東京京都都にに残残

さされれてていいたたたためめ、、自自治治権権拡拡充充ををめめぐぐるる都都区区間間のの紛紛争争がが生生じじままししたた。。  
  昭昭和和 2277 年年のの地地方方自自治治法法改改正正でではは、、特特別別区区はは基基礎礎的的なな自自治治体体ととししててのの位位置置づづけけがが失失わわ

れれ、、東東京京都都のの内内部部的的なな団団体体ととさされれままししたた。。広広域域自自治治体体ででああるる東東京京都都がが特特別別区区のの区区域域のの基基

礎礎的的なな自自治治体体ととししててのの性性格格をを兼兼ねねるるここととととななりり、、区区長長のの公公選選制制もも廃廃止止さされれ、、事事務務やや財財政政

にに関関すするる権権限限もも限限定定的的ななももののととさされれててししままっったたののでですす。。ここののととききかからら、、特特別別区区はは、、基基礎礎

的的なな自自治治体体のの地地位位をを取取りり戻戻すすべべくく、、半半世世紀紀にに及及ぶぶ自自治治権権拡拡充充ののたためめのの運運動動をを展展開開しし続続けけ

るるここととににななりりまますす。。  
そそのの後後、、東東京京のの巨巨大大都都市市化化にに伴伴うう都都のの行行政政のの行行詰詰ままりりやや特特別別区区のの自自治治権権拡拡充充運運動動をを背背

景景にに、、順順次次東東京京都都かからら特特別別区区へへのの権権限限移移譲譲がが行行わわれれるるここととととななりりまますす。。  
昭昭和和 4400 年年ににはは、、福福祉祉事事務務所所等等のの移移管管がが行行わわれれままししたた。。ささららにに、、昭昭和和 5500 年年ににはは、、特特別別

区区をを原原則則市市並並みみととすするる改改革革がが行行わわれれ、、区区長長公公選選制制がが復復活活しし、、東東京京都都のの職職員員をを特特別別区区にに配配

属属すするる制制度度がが廃廃止止さされれてて人人事事権権がが確確立立さされれたたほほかか、、従従来来限限定定さされれてていいたた事事務務権権能能ににつついい

ててもも、、都都がが処処理理すするるももののをを除除きき一一般般市市のの規規定定をを適適用用すするるここととととさされれ、、保保健健所所のの移移管管もも含含

めめ、、大大幅幅にに拡拡大大さされれままししたた。。  
ししかかししななががらら、、ここのの改改正正にによよっってて実実質質的的にに基基礎礎的的なな自自治治体体ととししててのの内内実実をを備備ええたたににもも

かかかかわわららずず、、法法的的なな位位置置付付けけはは従従前前どどおおりり都都のの内内部部的的なな団団体体ののままままととさされれままししたた。。  
  ここののたためめ、、特特別別区区ははささららななるる自自治治権権拡拡充充運運動動をを展展開開しし、、東東京京都都とともも制制度度改改革革のの方方向向をを

合合意意ししてて国国にに働働ききかかけけままししたた。。多多くくのの区区民民やや東東京京都都とと特特別別区区のの関関係係者者のの粘粘りり強強いい自自治治権権

拡拡充充運運動動がが実実をを結結びび、、平成 12 年 4 月 1 日かからら、、特別区は東京都の内部的な団体から脱却

して法律上の「基礎的な地方公共団体」として位置付けらられれ、、今今日日にに至至っってていいまますす。。  

○○東京の「区」は、明治時代の自治制度発足時から、法人格を持った自治の単位として存続  

◇◇「「市市」」よよりりもも先先にに「「区」」がが誕誕生生（（明明治治 1111 年年郡区町村編制法））  
＊当時の東京府は 15 区 6 郡で、ほぼ現在の特別区の区域 

※明治 11 郡区町村編制法による「区」  
東京府 15 区（麹町区・神田区・日本橋区・京橋区・芝区・麻布区・赤坂区・ 

四谷区・牛込区・小石川区・本郷区・下谷区・浅草区・本所区・深川区） 
京都府 2 区（上京区・下京区）、大阪府 4 区（東区・南区・西区・北区）  
札幌区、函館区、仙台区、横浜区、新潟区、金沢区、名古屋区、伏見区、神戸区、 
堺区、和歌山区、岡山区、広島区、赤間関区、福岡区、長崎区、熊本区 
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※※明明治治 2222 市市制制町町村村制制施施行行  1155 区区のの区区域域にに東京市(15 区は存続)    
※※明明治治 2266  三三多多摩摩東東京京府府編編入入  

◇◇現在の特別区の区域で都市計画（（大大正正 1111 年年））  
      ⇒⇒※※昭昭和和 77    東京市市域拡張 「「大東京市」(35 区に)  

◇◇戦戦時時体体制制下下にに東東京京府府とと東東京京市市をを同同時時にに廃廃止止ししてて都制発発足足（（昭昭和和 1188 年年））※※3355 区区はは存存続続  
  

○○戦後の都区制度改革は、東京大都市地域の一体性確保との調和を模索しながら、身近な自

治を順次強化してきた歩み  

◇◇戦戦後後新新都都制制のの下下でで特別区として、、「市」と同一権能で発足（（昭昭和和 2222 年年））  
  ＊＊区区長長公公選選、、実実態態的的権権限限無無しし  （（当当初初 2222 区区、、88 月月かからら 22３３区区））  

◇◇すすぐぐにに都の内部的な団体に転落（（昭昭和和 2277 年年））  
＊＊区区長長公公選選廃廃止止（（区区議議会会がが都都知知事事のの同同意意をを得得てて選選任任））、、事事務務のの限限定定列列挙挙  

◇◇自自治治権権拡拡充充運運動動をを背背景景にに順次特別区の権限を拡大  
      ※※昭昭和和 4400 年年施施行行（（福祉事務所の移管等））  
            「「市市」」のの事事務務のの重重圧圧でで都都のの行行政政がが麻麻痺痺≪≪単単一一自自治治体体ででのの対対応応限限界界≫≫  
      ※※昭昭和和 5500 年年施施行行（（区長公選復活、人事権移譲、保健所の移管等））  
              原原則則「「市市並並みみ」」＝＝  事実上の基礎自治体 ⇒⇒  制度上は都の内部的な団体のまま  

◇◇都都区区合合意意ののももととにに国国にに制制度度改改正正をを求求めめ、、よよううややくく特特別別区区がが法的に基礎自治体に  
※※平平成成 1122 年年施施行行  ⇒⇒都都制制ののももととででのの到到達達点点  ≪≪二層制の実現≫≫  

（参考）特特別別区区がが求求めめたた制制度度構構想想  

◇◇「「二二十十三三首首都都市市」」のの方方式式（S25.12） 

 ○二十三特別区の名称を「首都市（仮称）」と改める。 

 ○二十三首都市の行財政については、一般市と同様にその自主自律性を確立する。 

 ○二十三首都市の区域は都の区域外とする。 

 ○二十三首都市は、その連合体（事務組合）を組織し、以下の事務を執行する。 

  ①二十三首都市の区域における警察、消防、交通、水道その他大都市的事務 

  ②二十三首都市の連絡調整に関する事務 

  ③二十三首都市の区域における府県の事務 

◇◇首首都都行行政政制制度度のの構構想想（S36.5） 

 ○機能を異にする二種の地方公共団体を置く。 

  ①特別区は、名称を特別市と改め、その性格を基礎的地方公共団体とし、権能は大都

市の一体性保持に必要な事務を除く一般市の事務とする。 

  ②都は、包括的地方公共団体とし、特別市を包括し、概ね府県と同様の性格を与え、

府県本来の事務のほか、「大都市としての特殊性により特別市の処理できない事務

または処理することが適当でない事務」及び連絡調整の事務を併せ行う。 

 ○都と特別市及び特別市相互間の調整と協力が必要である。 

（参考）昭和 15 年当時 
東京府人口 7,354,971 人

 うち区部 6,778,804 人

    （92.2%）
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○○平成 12 年改革は、都区間の役割分担、財源配分の原則を法定し、東京大都市地域に広域

自治体と複数の基礎自治体の二層制を確立 

  
※※昭昭和和 5500 年年以以降降のの主主なな動動きき  

      SS5566..  88  「「『『特特例例』』市市のの構構想想」」（（特特別別区区政政調調査査会会））  
      SS5599..  66  「「新新ししいい都都制制度度ののあありり方方」」（（都都制制度度調調査査会会））  
      SS6611..  22  「「都都区区制制度度改改革革のの基基本本的的方方向向」」をを都都区区合合意意  
      SS6611..1111    「「特特別別区区制制度度のの改改革革ををめめざざすす１１万万人人のの集集いい」」開開催催  
      HH  22..  99  「「都都区区制制度度のの改改革革にに関関すするる答答申申」」（（第第 2222 次次地地方方制制度度調調査査会会））  
      HH  44..1100  「「都都区区制制度度改改革革にに関関すするる中中間間ののままととめめ」」をを都都区区間間でで確確認認  
      HH  66..  11  「「新新ししいい 2233 区区実実現現大大会会」」開開催催  
      HH  66..  55  「「特特別別区区ににおおけけるる清清掃掃事事業業のの実実施施案案」」をを都都がが提提示示（（処処理理・・処処分分もも責責任任））  
      HH  66..  99    「「都都区区制制度度改改革革にに関関すするるままととめめ（（協協議議案案））」」をを都都区区合合意意  
      HH  66..1122    都都区区でで自自治治大大臣臣にに法法改改正正をを要要請請  
      HH1100..  55    地地方方自自治治法法等等のの一一部部をを改改正正すするる法法律律交交付付（（HH1122..44..11 施施行行））  
      HH1122..  33  「「都都区区制制度度改改革革実実施施大大綱綱」」決決定定（（都都区区協協議議会会））  
      HH1122..  44    都都区区制制度度改改革革施施行行  
  
○○都区制度は、都区間の認識次第で諸刃の制度  
   ※法の原則を踏まえて都区間の協議により運用（認識が一致しないと協議に限界） 

○○都都区区間間のの協協議議はは、、法法定定のの都都区区協協議議会会ををははじじめめ、、様様々々なな態態様様でで実実施施  
 
 
２ 平成 12 年改革の意義 

 

平平成成 1100 年年 55 月月にに公公布布さされれ、、平平成成 1122 年年 44 月月にに施施行行さされれたた地地方方自自治治法法改改正正でではは、、自自治治体体

ととししててのの都都とと特特別別区区のの法法的的位位置置付付けけをを初初めめてて明明確確にに規規定定ししままししたた。。  
都都はは府府県県とと市市のの両両方方のの性性格格をを併併せせ持持つつとといいうう二二重重のの性性格格がが払払拭拭さされれ、、特特別別区区をを包包括括すす

るる「「広広域域のの地地方方公公共共団団体体」」ととししてて位位置置付付けけらられれるる一一方方、、都都のの内内部部的的なな団団体体ととさされれててききたた

特特別別区区はは、、第第一一義義的的にに直直接接住住民民にに責責任任をを有有すするる「「基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体」」ででああるるここととがが

明明文文化化さされれたたののでですす。。  
ここのの改改革革にによよりり、、都都はは、、府府県県事事務務ののほほかかにに、、一一般般的的ににはは市市がが処処理理すするる事事務務ののううちち、、特特別別

区区のの存存すするる区区域域ににおおけけるる行行政政のの一一体体性性及及びび統統一一性性のの確確保保のの観観点点かからら都都がが一一体体的的にに処処理理すす

るるここととがが必必要要ででああるるとと認認めめらられれるる事事務務をを限限定定的的にに行行ううここととととさされれままししたた。。ここのの都都がが処処理理

すするる事事務務以以外外はは、、特特別別区区がが一一般般市市町町村村とと同同様様にに優優先先的的にに処処理理すするるここととととななりりままししたた。。  
ここのの役役割割分分担担のの原原則則にに基基づづきき、、清清掃掃事事業業ををははじじめめととすするる大大幅幅なな事事務務移移管管がが行行わわれれまましし

たた。。  
財財政政面面ででもも、、市市相相当当のの財財源源ののううちち、、都都がが処処理理すするる市市相相当当のの事事務務のの財財源源及及びび特特別別区区間間のの
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財財源源のの均均衡衡化化をを図図るるたためめのの財財源源をを都都にに帰帰属属ささせせ、、そそれれ以以外外のの市市相相当当のの財財源源はは特特別別区区にに帰帰

属属ささせせるる観観点点かからら、、税税配配分分等等のの見見直直ししがが行行わわれれままししたた。。ままたた、、都都区区間間及及びび特特別別区区相相互互間間

のの財財政政調調整整のの仕仕組組みみをを法法律律上上のの財財源源保保障障制制度度ととししてて位位置置付付けけ、、都都とと特特別別区区のの役役割割分分担担にに

応応じじてて財財源源配配分分をを行行うう原原則則がが定定めめらられれままししたた。。  
ささららにに、、大大都都市市制制度度ととししててののそそのの他他のの特特例例ににつついいててもも、、法法定定のの協協議議組組織織ででああるる都都区区協協

議議会会のの運運用用改改善善ををははじじめめ、、都都のの内内部部団団体体的的性性格格をを払払拭拭すするるたためめのの見見直直ししがが行行わわれれ、、特特別別

区区はは、、名名実実ととももにに東東京京大大都都市市地地域域ににおおけけるる基基礎礎自自治治体体ととししててのの地地位位をを得得るるここととととななりりまま

ししたた。。  
都都区区制制度度改改革革がが施施行行さされれたた平平成成 1122 年年 44 月月はは、、国国とと地地方方のの関関係係をを大大幅幅にに見見直直すす地地方方分分権権

一一括括法法がが同同時時にに施施行行さされれたたととききででももあありりままししたた。。特特別別区区はは、、長長年年ににわわたたるる自自治治権権拡拡充充運運

動動のの成成果果ととししてて、、自自治治法法上上のの「「基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体」」にに位位置置付付けけらられれたたとと同同時時にに、、地地方方

分分権権改改革革にによよっってて強強化化さされれたた「「基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体」」のの権権限限もも獲獲得得ししたたののでですす。。 

〇〇平成 12 年都区制度改革の概要  

◇◇特別区を巨大都市東京の基礎的な地方公共団体として法定  
      ・・都都はは広広域域のの地地方方公公共共団団体体、、特特別別区区はは基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体ととししてて性性格格付付けけ  
      ・・都都のの内内部部団団体体性性をを問問わわれれるる特特例例措措置置をを廃廃止止（（事事務務調調整整条条例例制制定定権権のの廃廃止止等等））  
      ・・二二層層制制にによよるる大大都都市市制制度度ととししててのの都都区区制制度度とと身身近近なな自自治治のの確確立立  

  ◇◇都区の役割分担原則の法定  
      ・・特特別別区区優優先先のの原原則則のの明明確確化化  

・・都都がが大大都都市市地地域域のの行行政政のの一一体体性性確確保保のの観観点点かからら行行うう「「市市」」のの領領域域のの事事務務をを限限定定  
・・清清掃掃事事業業、、都都にに留留保保さされれてていいたた教教育育委委員員会会のの事事務務等等都都かからら区区へへのの大大幅幅なな事事務務移移管管  

  ◇◇財政自主権の法的確立  
      ・・可可能能なな限限りりのの税税源源移移譲譲（（入入湯湯税税等等））  
      ・・都都区区財財政政調調整整制制度度をを法法律律上上のの財財源源保保障障制制度度ととししてて確確立立  
        （（目目的的・・調調整整財財源源・・交交付付のの基基準準等等をを法法定定化化、、総総額額補補填填・・納納付付金金制制度度廃廃止止、、役役割割分分担担

にに応応じじたた都都区区間間財財源源配配分分原原則則のの明明確確化化等等））  
      ・・都都のの内内部部団団体体性性をを問問わわれれるる制制度度をを廃廃止止（（起起債債制制度度等等））  

  ◇◇都区協議会の存置  
      ・・都都区区間間のの独独立立対対等等性性担担保保ののももととででのの法法定定のの協協議議シシスステテムムととししてて存存置置  
  

  

  

○○政政令令指指定定都都市市制制度度でではは対対応応ででききなないい大大都都市市地地域域にに適適用用  
○○大大都都市市地地域域ににおおけけるる身身近近なな自自治治とと行行政政のの一一体体性性をを共共にに確確保保  
      ・・複複数数のの基基礎礎自自治治体体とと広広域域自自治治体体のの特特別別なな役役割割分分担担でで対対応応    
      ・・大大都都市市制制度度ととししててのの特特例例（（事事務務分分担担、、税税配配分分、、財財調調制制度度））    
○○役役割割分分担担、、財財源源配配分分はは、、法法定定のの原原則則のの下下にに、、都都区区協協議議でで調調整整  
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○○都区の思惑を超えた法改正内容  

   HH66..99  都都区区制制度度改改革革にに関関すするるままととめめ（（協協議議案案）） ※改良型 

   ・特別区を「基礎的な地方公共団体」に位置づけ 
   ・清掃事業等事務移管 
   ・税財政制度の改善（固有財源拡充、都区財政調整制度の改善、等） 
   ・特別区に関する特例措置の見直し 

 
⇒ HH1100..55  改改正正自自治治法法  ※抜本改革  

   ・都と特別区の役割分担原則の法定 
   ・都区財政調整制度の法定等財政自主権の確立 
   ・内部団体性の払拭と必要な調整措置の存置 （特例≠自治の制約） 
 

（参考）都都とと特特別別区区ととのの役役割割分分担担とと財財源源配配分分ににつついいてて  
－－平平成成 1100 年年自自治治法法改改正正時時のの国国会会答答弁弁ににみみるる都都区区制制度度改改革革のの趣趣旨旨－－ 

 

【都区の役割分担の原則】 

＜地方自治法＞ 

（都と特別区との役割分担の原則） 

第 281 条の 2 都は、特別区の存する区域において、特別区を包括する広域の地方公共団体として、

第 2 条第 5 項において都道府県が処理するものとされている事務及び特別区に関する連絡調整に関

する事務のほか、同条第 3 項において市町村が処理するものとされている事務のうち、人口が高度

に集中する大都市地域における行政の一体性及び統一性の確保の観点から当該区城を通じて都が一

体的に処理することが必要であると認められる事務を処理するものとする。 

２ 特別区は、基礎的な地方公共団体として、前項において特別区の存する区域を通じて都が一体的

に処理するものとされているものを除き、一般的に、第 2 条第 3 項において市町村が処理するもの

とされている事務を処理するものとする。 

３ 都及び特別区は、その事務を処理するに当たっては、相互に競合しないようにしなければならな

い。 

（都区協議会） 

第 282 条の 2 都及び特別区の事務の処理について、都と特別区及び特別区相互の間の連絡調整を図

るため、都及び特別区をもつて都区協議会を設ける。 

  ２、３ (略) 

 

① 特別区は身近な行政を都に優先して行う 

「特別区は、一般の市町村と同様に、・・・住民に身近な行政を、・・・広域団体である

都に優先して行うという役割分担の原則が明確にされる」［鈴木行政局長（衆４／２、

下村博文）］ 
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② 都の｢市町村事務｣は限定される 

「特別区の存する区域を通じて一体的に処理することが・・・必要であると認められる

事務に限って都が限定的に事務を担当する、特別区はそれ以外のものを一般的に担う」

鈴木行政局長（衆４／７、太田昭宏） 
③ 法令に根拠のない事務の分担は、法の原則に沿って、都区の協議によって決まる 

「法令に根拠のない一般公共事務・・・につきましては、・・・二百八十一条の二の役

割分担の原則に沿って客観的に判断されるべきものでありますが、具体的には、都と特

別区の間の協議によって決まってくる」［鈴木行政局長（衆４／７、中島武敏）］ 

【都区の財源配分の原則】 

＜地方自治法＞  

（特別区財政調整交付金） 

第 282 条 都は、都及び特別区並びに特別区相互間の財源の均衡化を図り、並びに特別区の行政の自

主的かつ計画的な運営を確保するため、政令の定めるところにより、条例で、特別区財政調整交付

金を交付するものとする。 

２ 前項の特別区財政調整交付金とは、地方税法第 5条第 2項に掲げる税のうち同法第 734 条第 1項

及び第 2項（第 2号に係る部分に限る。）の規定により都が課するもの（※固定資産税、特別土地保

有税、市町村民税法人分）の収入額と（※中略：法人事業税交付対象額と固定資産税減収補填交付

金の額）との合算額に条例で定める割合を乗じて得た額で持別区がひとしくその行うべき事務を遂

行することができるように都が交付する交付金をいう。 

３ 都は、政令の定めるところにより、第 1 項の特別区財政調整交付金に関する事項について総務大

臣に報告しなければならない。 

４ 総務大臣は、必要があると認めるときは、第 1項の特別区財政調整交付金に関する事項について

必要な助言又は勧告をすることができる。 

（都区協議会） 

第 282 条の 2 （略） 

２ 前条第 1 項又は第 2項の規定により条例を制定する場合においては、都知事は、あらかじめ都区

協議会の意見を聴かなければならない。   ３（略） 

① 特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるように調整税の一定割

合を配分する 

「都区財政調整制度は、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができる

ように都が交付するのだという・・・規定を置くことによりまして、・・・財源保障が

される」「具体的には、この特別区に配分される割合が、もちろん事務事業の移管とか

あるいは将来の財政需要の変化に対応して変更される」［二橋財政局長（衆４／２、畠

山健治郎）］ 

② 都に留保される事務の財源を都に留保する 

「都に留保される事務につきましては、本来的には市町村税をもって充てられるべき

性格のもので・・・そのために都と区の間で財源配分を適切に行う必要がございます。」

 ［二橋財政局長（衆４／７、中島武敏）］ 
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③ 配分割合については都と特別区の｢市町村事務｣の分担に応じて、都区の協議に基づ

いて定める 

「調整三税を最終的に都と特別区で、分担する市町村の仕事に応じてどういうように

分けるかという調整割合、これは都区間の協議に基づいて条例で定める」「今後の事務

の変動あるいは移管ということが行われます場合には、それに応じて都区間で適正に

協議がされて、必要な財源が調整割合の変更という形で担保されていく」［二橋財政局

長（衆４／７、石井紘基）］ 

○○大都市地域に広域自治体と複数の基礎自治体による二層制の自治制度を確立  
⇒⇒「「基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体のの要要件件」」ををククリリアア  

①①地地方方公公共共団団体体ととししててのの独独立立性性～～内内部部団団体体性性のの払払拭拭  
    廃置分合・境界変更や調整条例等の特例見直し、都区財政調整制度の法定 

②②法法制制度度上上、、住住民民にに身身近近なな事事務務をを包包括括的的にに処処理理すするる位位置置づづけけ  
   役割分担原則、一般廃棄物の処理等事務移管 

※憲憲法法上上のの自自治治体体？？ ⇒市と同じ「基礎的な地方公共団体」 

※制制限限自自治治体体？？ ⇒制度上独立対等性を担保、一つの大都市制度の中での役割分担 
         ※他都市でも、水道、下水道、消防は府県処理や広域処理の流れ 
         ※中核市権限の中枢は保健所 

※一一体体性性？？ ⇒自治制度の単位＝東京大都市地域＝特別区の存する区域 
              「都区一体性」ではなく、大都市地域の行政の一体性 

○○積み残しの課題（新制度施行時）  

①①法法定定原原則則にに基基づづくく役役割割分分担担のの明明確確化化とと安安定定的的なな財財源源配配分分のの確確立立  

   ⇒「主要５課題」協議を経て「都区のあり方検討」へ 

②②清清掃掃事事業業従従事事職職員員身身分分切切替替ええとと可可燃燃ごごみみのの中中間間処処理理ののあありり方方 

    ⇒平成 18 年 4 月身分切替え、中間処理は「当分の間」一部事務組合で 
 

３ 平成 12 年改革以降の動き 

  

(1) 都区間の財源配分 

平平成成 1122 年年改改革革のの出出発発時時点点ににおおいいててはは、、法法改改正正のの趣趣旨旨にに即即ししたた都都区区のの役役割割分分担担にに応応じじたた

財財源源配配分分のの整整理理ににつついいててのの都都区区間間のの合合意意がが得得らられれずず、、配配分分割割合合はは、、従従前前のの 4444％％をを基基本本にに

事事務務移移管管そそのの他他のの変変動動をを加加味味ししてて 5522％％ととすするる決決着着がが図図らられれ、、都都区区間間のの財財源源配配分分ののあありり方方

ににつついいててはは、、改改革革後後にに引引きき続続きき協協議議すするる課課題題ととししてて残残さされれままししたた。。  
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  ししかかしし、、そそのの後後のの協協議議ににおおいいててもも、、都都区区間間のの協協議議がが難難航航ししたたここととかからら、、平平成成 1188 年年 22 月月

のの都都区区協協議議会会ににおおいいてて、、財財源源問問題題ににつついいててのの当当面面のの対対応応をを整整理理ししたた上上でで、、今今後後のの都都区区のの

あありり方方ににつついいてて、、事事務務配配分分、、特特別別区区のの区区域域ののあありり方方、、税税財財政政制制度度ななどどをを根根本本的的かかつつ発発展展

的的にに検検討討すするるここととととななりり、、都都区区間間のの財財源源配配分分問問題題のの解解決決はは、、そそのの検検討討のの結結果果にに委委ねねるるここ

ととととななりりままししたた。。  

  そそのの上上でで、、平平成成 1199 年年度度以以降降のの配配分分割割合合はは、、三三位位一一体体改改革革のの影影響響とと都都のの補補助助事事業業のの区区事事

業業へへのの振振替替ええをを反反映映ししたた 5555％％ととしし、、都都区区ののあありり方方にに関関すするる検検討討のの結結論論がが出出るるままででのの間間はは、、

大大規規模模なな制制度度改改正正やや役役割割分分担担のの変変更更等等がが無無いい限限りり、、安安定定化化ささせせるるここととととななりりままししたた。。  

  そそのの後後、、特特別別区区のの児児童童相相談談所所のの開開設設にに伴伴うう配配分分割割合合のの見見直直ししのの協協議議のの中中でで、、令令和和 22 年年

度度にに開開設設すするる 33 区区のの所所要要額額をを算算定定すするるこことととと合合わわせせてて、、令令和和 22 年年度度かからら特特例例的的にに配配分分割割

合合をを 00..11％％引引きき上上げげ 5555..11％％ととししたたううええでで、、令令和和 44 年年度度にに改改めめててあありり方方をを協協議議すするるこことととと

ななりりままししたた。。  

ここのの財財源源配配分分のの課課題題はは、、通通常常市市がが処処理理すするる事事務務ののううちち都都がが一一体体的的にに処処理理すするるももののをを明明

確確ににすするるここととにによよりり、、法法にに定定めめらられれたた原原則則にに則則っったた役役割割分分担担のの明明確確化化とと役役割割分分担担にに基基づづ

いいたた安安定定的的なな財財源源配配分分のの確確立立をを目目指指すすももののでですす。。そそののここととをを通通じじてて、、住住民民にに対対すするる都都区区

のの行行政政責責任任のの明明確確化化をを図図りり、、基基礎礎自自治治体体ででああるる特特別別区区のの行行財財政政基基盤盤のの強強化化とと都都がが広広域域的的

課課題題にに専専念念ででききるる体体制制をを確確保保しし、、都都区区のの真真ののパパーートトナナーーシシッッププ確確立立にによよるる住住民民福福祉祉のの向向

上上とと大大都都市市東東京京のの発発展展をを期期すするるももののでですす。。  

ここのの課課題題はは現現行行制制度度下下でで未未解解決決のの最最大大のの懸懸案案ととななっってておおりり、、平成 12 年都区制度改革は

運用面で未完の状態ににあありりまますす。。 
  
○○平成 12 年度改革における法改正の趣旨に則った財源配分は未完  

・・都都区区のの役役割割分分担担にに基基づづくく財財源源配配分分のの整整理理はは、、昭昭和和 5500 年年改改革革以以来来のの懸懸案案  
・・平平成成 1122 年年改改革革（（平平成成 1100 年年自自治治法法改改正正））にによよりり、、都都区区のの二二層層制制とと特特別別区区優優先先のの役役割割分分

担担・・財財源源配配分分原原則則がが確確立立  
・・都都区区のの見見解解のの相相違違でで改改革革時時にに解解決決ででききずず、、改改革革後後のの課課題題にに残残ししたた財財源源問問題題のの協協議議ででもも、、

都都がが一一体体的的にに処処理理すするる「「市市町町村村事事務務」」のの範範囲囲ををめめぐぐるる都都区区のの見見解解がが大大幅幅ににかかいい離離  
・・制制度度改改革革でで目目指指ししたた役役割割分分担担のの明明確確化化とと住住民民にに対対すするる行行政政責責任任のの明明確確化化がが達達成成ででききなな

いいままままのの状状態態  

○○都区の役割分担に応じた配分割合の合意はかねてよりの懸案事項  
平平成成 1100 年年自自治治法法改改正正時時にに整整理理さされれたた考考ええ方方（（注注））にに基基づづいいてて、、都都がが、、府府県県事事務務以以外外のの、、

一一体体的的にに処処理理すするる「「市市町町村村事事務務」」のの範範囲囲をを明明示示しし、、そそれれををももととにに都都区区のの協協議議にによよりり財財源源

配配分分のの整整理理をを行行ううべべききととすするるののがが特特別別区区のの主主張張  
現在は、都区協議会の下に設置した「都区のあり方検討委員会」において、今後の都区

のあり方について、事務配分、特別区の区域のあり方、税財政制度などを根本的かつ発展

的に検討する途上にあり、都区の「大都市事務」（特別区の区域において市町村財源を充

当して処理する事務）の役割分担を踏まえた財源配分のあり方については、この検討を

行う中で、その結論に従い整理を図る扱い（ただし、検討は凍結状態） 
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（（注注））平平成成 1100 年年自自治治法法改改正正時時にに整整理理さされれたた考考ええ方方  
都が特別区の区域において一体的に処理する「市町村事務」は、特別区（基礎自治

体）優先の原則により限定され、法定の事務のほか、都区の協議で決められるべきも

のであり、その事務の処理に必要な限りにおいて都が特別区の区域の「市町村財源」

を留保するという考え方 
  

（参考）平平成成 1111 年年当当時時のの都都のの考考ええ方方（11.9.17 第 21 回税財政検討会） 

「財調の仕組みは、改革後においても、区の側の需要と収入を計って必要額を都が交付す

るものであり、財調制度における都区間配分は、区の財源が足りていれば良く、残る財源

は都に留保されてしかるべきものである。都に留保されている大都市事務やその経費を

区側に示してその当否を特別区側と議論するようなことは、都として全く考えていない。

都に留保された財源は都の一般財源であって、知事の予算編成権や都議会の議決権の範

囲を越えるものではなく、区のチェックを受ける考え方は持っていない。」 

  
○○事務配分をはじめ、都区のあり方を再度根本的かつ発展的に検討し、現行制度のもとで

の都区関係の改革を目指すことに  
  
財財源源配配分分問問題題（（主主要要 55 課課題題））協協議議  
  
○○平成 12 年度の財源配分は、S51～H11 の配分割合（44%）＋清掃移管等変動経費（8%）＝

52％で仮決着  

    ※※＜＜4444%%＞＞のの妥妥当当性性（（都都区区のの役役割割分分担担にに見見合合っってていいるるかか））のの検検証証はは未未決決着着  
      ⇒⇒「「主主要要５５課課題題」」協協議議へへ  
  
○○財源配分に係る５つの課題を都区で確認し、平成 17 年度までに協議することに  

＜主要５課題＞ 

①①今今回回財財源源配配分分にに反反映映ささせせなないい清清掃掃関関連連経経費費ににつついいててはは、、区区のの財財源源配配分分にに反反映映ささせせるる  
課課題題ととししてて整整理理しし、、都都のの実実施施経経費費をを踏踏ままええてて平平成成１１７７年年度度ままででにに協協議議すするる。。 

 ＊都都にに留留保保ししたた清清掃掃関関連連経経費費＝＝清掃工場建設の償還費等（745 億円、配分割合５％相当） 

②②今今後後のの小小中中学学校校のの改改築築需需要要急急増増へへのの対対応応ににつついいてて、、実実施施状状況況等等をを踏踏ままええてて協協議議すするる。。 

 ＊H10 財調協議：繰り延べ問題決着時の懸案 ＊H18 以降 20 年間で 2 兆７千億円の規模 

③③今今回回のの配配分分割割合合はは、、清清掃掃事事業業ににつついいてて一一定定期期間間特特例例的的なな対対応応をを図図るるこことと等等ををふふままええ  
たたももののでであありり、、都区双方の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方ににつつ  
いいててはは、、今今後後協協議議すするる。。 

 ＊「都区制度改革に関するまとめ（協議案）」の懸案 ＊最大の課題 

 ＊改正自治法の規定に則った配分（都の「市」の事務は限定、その限りで財源を都に留保） 



- 19 - 
 

④④都都市市計計画画交交付付金金ににつついいてて、、都都区区双双方方のの都都市市計計画画事事業業のの実実施施状状況況にに見見合合っったた配配分分がが行行  
わわれれるるよようう検検討討すするる課課題題ととすするる。。 

＊「都区制度改革に関するまとめ（協議案）」の懸案 

＊都市計画税１千９百億円の 8％のみ（都区の実施状況では区が 2 割）（当時） 

⑤⑤清清掃掃事事業業のの特特例例的的なな対対応応がが終終了了すするる平平成成１１７７年年度度のの時時点点でで配配分分割割合合のの見見直直ししをを行行うう

ここととはは当当然然ととししてて、、そそれれままででのの間間、、大大ききなな制制度度改改正正ややどどううししててもも対対応応ででききなないい事事態態  
がが発発生生ししたた場場合合ににはは、、配配分分割割合合のの変変更更ににつついいてて協協議議をを行行うう。。 

 ＊結果として三位一体改革への対応  
  
○○三つの都区検討会での検討（H15.3～H17.7）の後、都区財政調整協議会の集中検討（H17.7

～H17.10）を経て、平成 18 年度都区財政調整協議へ  
  
○○都の事務のうち「市」の財源を充てるべき範囲をめぐって、都区の見解は大幅にかい離し、

他の課題も協議は難航  

都案：236 事業、1 兆 2 千億円 区案：33 事業、6 千 8 百億円（平成 15 年度決算） 
 ※都は、「都が行う大都市事務」の範囲を拡大解釈（政令指定都市の事務ほか） 

  
○○主要５課題協議の決着を目指し、都議会、区議会を巻き込みつつ、区長会正副会長と都副

知事の直接交渉等を重ねた結果、都区のあり方検討で仕切り直しをすることに  

・新たな検討組織を設け、事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政制度等、

今後の都区のあり方について根本的、発展的に検討 

  ・その結論に従い、役割分担を踏まえた財源配分を整理 

  ・配分割合は、暫定的に決着  
（H19～ 三位一体改革の影響(2%)及び都補助振替(1%)を反映させ 52%⇒55%に） 

（参考）HH1188..11..3311  都都区区協協議議会会ででののととりりままととめめ 

１ 今後の都区のあり方について、事務配分、特別区の区域のあり方（再編等）、税財政

制度などを根本的かつ発展的に検討することとし、協議が整い次第、このための検討組

織を都区共同で設置する。 

  都区の大都市事務の役割分担を踏まえた財源配分のあり方については、この検討を

行う中で、その結論にしたがい整理を図る。 

２ 平成 18 年度都区財政調整協議において、清掃関連経費及び小中学校改築に係る課題

を整理することとし、都は財政調整交付金とは別に 200 億円（注：小中学校改築に係る

過去（H12-17）の需要分）の特別交付金を平成 18 年度に限り設ける。 

  特別区都市計画交付金については、対象事業に市街地再開発事業（再開発組合等への

助成）を追加する。 

３ 「三位一体改革の影響」への対応として都から提案された調整率の 2％アップ（19 年
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度以降）については、影響の全体像を見極め、平成 19 年度財調協議において合意でき

るよう努力する。 

 
（参考）平平成成 1199 年年都都区区財財政政調調整整方方針針 H19.1.31 都区協議会 

１ 三位一体改革による特別区民税の減収及び国庫補助負担金削減の影響に係る都区財

政調整上の対応については、配分率を２％アップすることとする。 

２ 都区のあり方検討が開始され、東京都から特別区への更なる事務移管等の方向が出

されたことを踏まえ、先行的に東京都の補助事業の一部を特別区の自主事業とし、配

分率を１％アップすることにより、特別区の自治の拡充に資する。 

※このほか、交付金総額に対する特別交付金の割合を 2％から 5％に変更 

  

〇〇都区のあり方検討委員会・同幹事会が検討を開始（次項「都区のあり方検討」参照）  

  

〇〇特別区が児童相談所を設置することに伴う配分割合の見直しについて、特例的な対応と

して 0.1％増加させたうえで、令和 4 年度に改めて検討することに  

  

（参考）令令和和 22 年年度度都都区区財財政政調調整整方方針針 R2.1.28 都区協議会 

都区財政調整は、基準となる財政上の需要と収入の差を普通交付金とする仕組みであ

り、都区間の配分割合は、中期的には安定的なものを定める必要がある。 
しかしながら、配分割合に関しては、児童相談所の運営に関する都区の連携・協力を一

層円滑に進めていく観点から、今回、特例的な対応として、特別区の配分割合を令和２年

度から 0.1％増やし、55.1％とする。 

今回の特例的な対応により変更した分も含め、令和４年度に、配分割合のあり方につい

て、改めて協議することとする。 

  

(2) 都区のあり方検討 

平平成成1188年年22月月のの都都区区のの合合意意をを受受けけてて、、都都区区ののあありり方方検検討討委委員員会会及及びび幹幹事事会会がが設設置置さされれ、、

平平成成1199年年11月月かからら検検討討がが進進めめらられれままししたた。。  

事事務務配配分分のの検検討討でではは、、府府県県事事務務をを含含めめたた都都のの事事務務ののううちち、、内内部部管管理理事事務務等等をを除除くく検検討討

対対象象事事務務444444項項目目ににつついいてて、、都都区区いいずずれれがが担担ううべべききかかのの検検討討がが行行わわれれ、、平平成成2233年年11月月ままでで

にに、、5533項項目目のの事事務務がが「「区区にに移移管管すするる方方向向でで検検討討すするる事事務務」」ととししてて整整理理さされれままししたた（（今今後後のの

取取扱扱いいににつついいててはは、、都都がが、、特特別別区区のの区区域域のの再再編編議議論論抜抜ききにに進進めめらられれなないいととししてて、、未未定定とと

ななっってていいまますす））。。  

ままたた、、特特別別区区のの区区域域ののあありり方方のの検検討討でではは、、都都かからら資資料料やや論論点点等等がが示示さされれ、、区区かかららもも資資

料料やや参参考考論論点点等等をを示示ししたたもものののの、、都都がが、、事事務務配配分分のの検検討討ととセセッットトでで検検討討すすべべききでであありり、、
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再再編編をを含含むむ区区域域ののあありり方方ににつついいてて議議論論がが必必要要ととししたたののにに対対しし、、特特別別区区はは、、区区域域のの再再編編のの

問問題題ははそそれれぞぞれれのの区区がが主主体体的的にに判判断断すすべべききももののでであありり、、事事務務配配分分のの議議論論のの前前提提ととななるるもも

ののででははなないいととししてて都都区区双双方方のの議議論論ががかかみみ合合わわずず、、特特別別区区のの区区域域のの議議論論のの前前にに、、都都区区ののああ

りり方方検検討討ととはは別別にに、、将将来来のの都都制制度度やや東東京京のの自自治治ののあありり方方ににつついいてて、、学学識識経経験験者者をを交交ええたた、、

都都とと区区市市町町村村のの調調査査研研究究のの場場をを設設けけるるここととととしし、、そそのの結結果果をを待待っってて、、必必要要にに応応じじてて議議論論

すするるここととととななりりままししたた。。  

ここれれをを受受けけてて、、「「東東京京のの自自治治ののあありり方方研研究究会会」」がが設設置置さされれ、、平平成成2211年年1111月月かからら検検討討がが進進

めめらられれ、、平平成成2277年年33月月にに、、地地域域別別のの将将来来人人口口推推計計（（550000mm メメッッシシュュ））等等ののデデーータタにに基基づづきき、、

地地域域ごごととのの課課題題をを踏踏ままええたた最最終終報報告告ががととりりままととめめらられれままししたた（（ここのの報報告告をを受受けけたた後後のの取取

扱扱いいににつついいててもも、、未未定定ととななっってていいまますす））。。  

税税財財政政制制度度のの検検討討ににつついいててはは、、区区かからら論論点点をを提提示示ししたたもものののの、、具具体体的的なな議議論論をを行行うう状状

況況にに至至っってていいまませせんん。。  

  
○○区長会正副会長と都副知事全員による「都区のあり方に関する検討会」（H18.5～H18.10）

での検討の方向の整理を踏まえ、「都区のあり方検討委員会・幹事会」を設置し、平成 19

年 1 月から検討を開始  

＜＜都都区区ののあありり方方にに関関すするる検検討討会会ののままととめめ内内容容＞＞  
○○大大都都市市のの一一体体性性確確保保ののたためめにに都都がが行行うう必必要要ががああるるととさされれたた事事務務をを除除きき、、都都かからら特特別別

区区へへのの事事務務移移管管をを更更にに進進めめるるべべききででああるる。。  
○○再再編編をを含含むむ区区域域ののあありり方方ににつついいてて、、議議論論がが必必要要ででああるる。。  
○○税税財財政政制制度度ののあありり方方ににつついいててはは、、今今後後のの検検討討課課題題のの議議論論のの推推移移をを踏踏ままええてて最最終終的的にに

整整理理すするる。。  
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○○平成 23 年度までに、都の事務の「仕分け」（都区いずれが担うべきかの検討の方向付けの

整理）が終了   
※区に移管：53  都区の役割見直し：30  引き続き検討：101 

   都に残す：184  検討対象外：75  税財政制度の課題：1 

・・今今後後のの対対応応はは、、都都がが区区域域のの再再編編議議論論抜抜ききにに進進めめらられれなないいととししてて、、保保留留状状態態  
・・当当面面、、都都区区ののあありり方方検検討討ととはは別別にに児児童童相相談談所所ののあありり方方等等をを検検討討すするるここととにに  

  ※※移移管管すすべべきき事事務務のの選選定定基基準準  

＜＜基基本本的的方方向向＞＞  

〇〇都都はは、、広広域域自自治治体体ととししてて、、大大都都市市東東京京ののささららななるる発発展展をを支支ええるるたためめのの施施策策のの展展開開ににででききるる限限

りり特特化化  

〇〇特特別別区区はは、、基基礎礎自自治治体体ととししてて、、よよりり幅幅広広くく地地域域のの事事務務をを担担うう  

((１１))各各特特別別区区のの区区域域をを超超ええるる事事務務ののううちち、、都都がが広広域域的的なな立立場場かからら処処理理すするるここととがが必必要要なな事事務務かか

どどううかか  

((２２))都都かからら特特別別区区にに移移管管すするるここととにによよりり、、事事務務効効果果やや事事業業効効率率にに著著ししいい支支障障がが生生じじるるとと考考ええらられれ

るる事事務務かかどどううかか  

((３３))人人材材やや施施設設ななどど専専門門性性のの確確保保のの観観点点かからら、、特特別別区区がが処処理理すするるここととがが困困難難なな事事務務かかどどううかか  

((４４))事事業業規規模模やや施施設設のの規規模模・・配配置置ななどどのの観観点点かからら、、特特別別区区がが処処理理すするるここととがが困困難難なな事事務務かかどどううかか

((５５))大大都都市市東東京京のの安安全全性性、、機機能能性性及及びび快快適適性性のの維維持持向向上上をを図図るるたためめ、、都都がが一一体体的的にに処処理理すするる

ここととがが必必要要なな事事務務かかどどううかか  

((６６))法法令令のの趣趣旨旨目目的的そそのの他他法法令令上上のの制制約約等等にによよりり、、移移管管すするるここととががででききなないい事事務務かかどどううかか  

((７７))そそのの他他特特段段のの事事情情ががああるるかかどどううかか  
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○特別区の区域のあり方をめぐっては、都が、事務配分の検討とセットで検討すべきであ

り、再編を含む区域のあり方について議論が必要としたのに対し、特別区は、区域の再編

の問題はそれぞれの区が主体的に判断すべきものであり、事務配分の議論の前提となる

ものではないとして噛み合わず    
    

＜＜都都がが示示ししたた「「検検討討のの視視点点」」＞＞  

〇〇生活圏拡大の視点⇒⇒生生活活圏圏にに比比べべ区区域域がが狭狭いいたためめ行行政政ササーービビススのの受受益益とと負負担担がが不不一一致致

〇〇行財政基盤強化の視点⇒⇒事事務務のの効効率率的的なな執執行行のの必必要要性性かからら規規模模拡拡大大のの要要請請がが働働くく  

〇〇行政改革推進の視点⇒⇒人人口口規規模模がが小小ささいい場場合合やや区区域域がが狭狭いい場場合合、、行行政政運運営営がが非非効効率率  

〇〇税源偏在是正の視点⇒⇒特特別別区区のの行行財財政政基基盤盤をを強強化化すするるたためめににはは税税源源偏偏在在のの是是正正がが必必要要

＜＜区区がが示示ししたた参参考考論論点点（（抜抜粋粋））＞＞  

○○生生活活圏圏にに比比べべてて区区域域がが狭狭いいとと言言っっててもも、、特特別別区区だだけけのの問問題題ででははななくく、、東東京京圏圏全全体体のの問問題題

でであありり、、生生活活圏圏とと行行政政区区域域をを一一致致ささせせるるととすすれればば、、基基礎礎自自治治体体のの再再編編よよりりもも広広域域自自治治体体のの

あありり方方をを議議論論すすべべききででははなないいかか。。  

○○特特別別区区はは、、一一定定のの規規模模やや行行財財政政能能力力をを有有ししてておおりり、、都都区区財財政政調調整整制制度度にによよるる財財源源のの均均衡衡

化化もも含含めめてて考考ええれればば、、今今後後のの分分権権改改革革のの中中でで基基礎礎自自治治体体にに期期待待さされれるる役役割割をを担担ええるるだだけけ

のの受受けけ皿皿をを持持っってておおりり、、通通常常言言わわれれてていいるる合合併併ののメメリリッットトはは働働ききににくくいいののででははなないいかか。。  

○○特特別別区区のの区区域域ははひひととつつのの大大都都市市地地域域ととししてて形形作作らられれててききたた沿沿革革かからら、、個個々々のの区区域域ごごととにに見見

れればば財財源源がが偏偏在在ししてていいるるののはは当当然然ののここととでであありり、、再再編編にによよっってて偏偏在在をを是是正正すするるここととははででききなな

いいののででははなないいかか。。    

○○財財源源偏偏在在をを是是正正すするる手手段段ととししてて都都区区財財政政調調整整制制度度ががあありり、、特特別別区区のの区区域域全全体体でで受受益益とと負負

担担ののババラランンススをを保保ちちつつつつ、、行行政政水水準準のの均均衡衡化化がが図図れれてていいるるののででははなないいかか。。  

○○基基礎礎自自治治体体のの行行政政はは、、住住民民のの身身近近ななととこころろででよよりり多多くくののササーービビススをを効効率率的的にに提提供供すするるこことと

がが基基本本でであありり、、行行財財政政運運営営のの創創意意工工夫夫やや自自治治体体間間のの相相互互補補完完、、民民間間活活動動ととのの連連携携等等のの方方

策策もも含含めめれればば、、区区域域のの再再編編がが不不可可欠欠ととはは言言ええなないいののででははなないいかか。。  

≪都の考え≫ 
都都区区のの事事務務配配分分のの検検討討とと特特別別区区のの区区域域ののあありり方方のの検検討討ははセセッットトでで検検討討すすべべききででああ

るる。。区区側側がが区区域域のの再再編編のの議議論論にに応応じじなないいたためめ、、都都区区ののあありり方方検検討討はは中中断断。。  
≪区の考え≫ 

区区域域のの再再編編のの問問題題はは、、そそれれぞぞれれのの区区やや地地域域ののあありり方方にに係係わわるるももののでであありり、、2233 区区がが

統統一一的的なな見見解解をを持持ちちううるる性性格格のの問問題題ででははななくく、、今今回回のの都都区区ののあありり方方検検討討をを通通じじてて、、

都都区区のの役役割割分分担担ののあありり方方をを整整理理ししたた上上でで、、そそれれぞぞれれのの区区がが基基礎礎自自治治体体ととししててのの自自らら

ののあありり方方をを構構築築すするる中中でで主主体体的的にに判判断断すするるももののででああるる。。    

※※区区域域再再編編がが事事務務配配分分のの前前提提ととななるる理理由由はは無無いい。。  
※※都都かからら様様々々なな資資料料、、論論点点のの提提供供やや説説明明をを受受けけ、、区区かかららもも資資料料、、参参考考論論点点をを示示しし、、都都

かかららのの質質問問にに回回答答ししてておおりり、、論論点点はは出出尽尽くくさされれてていいるる。。  
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○○現在は、特別区の区域の議論の前に、将来の都制度や東京の自治のあり方の議論が必要で

あるとして、都と区市町村による調査研究を行い、最終報告をまとめたところで止まって

いる状態  

（参考）都都区区ののあありり方方検検討討委委員員会会かからら幹幹事事会会へへのの下下命命事事項項（H21.2.2） 

特別区の区域のあり方については、引き続きの課題とするが、当面、都区のあり方検討

とは別に、将来の都制度や東京の自治のあり方について、学識経験者を交えた、都と区市

町村共同の調査研究の場を設けることとし、その結果を待って、必要に応じ議論する。  

※H21.11～H27.3「東東京京のの自自治治ののあありり方方研研究究会会」 
    都区市町村実務者＋学識経験者で構成、H27.3 に最終報告 
 

（参考）東東京京のの自自治治ののあありり方方研研究究会会「「最最終終報報告告」」（（HH2277..33））のの概概要要  

＜＜人人口口動動向向をを踏踏ままええたた地地域域ごごととのの将将来来のの姿姿とと課課題題＞＞ ※2050 年までの変化を想定 

高齢者の急激な増加と高齢化の進展  
・今後高齢者、特に 75 歳以上人口が著しく増加。生産年齢人口の減少もあり、人口構成や財

政環境の変化に伴い、今後、現在の行政サービス水準の維持・存続が困難となる地域が発

生することが予想 

高齢者単身世帯と空き家の急増  
・全世帯のうち高齢単身世帯が約２割、高齢者のみ世帯も含めると約３割を占める予想 

・空き家数が倍増し、空き家率は多くの地域で 2 割を超えると予想され、地域コミュニティの維

持・存続が困難となるおそれ 

東京における少子化の更なる進展 
・東京はもとより、全国の大都市で人口集中・低出生傾向。大都市における低出生傾向の改善

が図られなければ、人口減少の根本解決にならず、東京と地方はともに「消滅」しかねない 

＜＜今今後後のの東東京京のの自自治治ののあありり方方のの方方向向性性＞＞  

○ 2030 年頃まで、東京の人口構造は比較的穏やかに変化、危機的な状況への認識の遅

れを懸念 

○ 都内には、都市部を中心に小規模面積の自治体が数多く存在。人口規模・地域特性は

多様。こうした特性を踏まえ、東京の自治のあり方を検討する必要 

都と区市町村の役割分担のあり方  
・人口減少社会の到来等、東京を取り巻く実態を踏まえ、役割の担い方について十分な議

論が必要 
・事業の性質や各地域が抱える課題を考慮した都と区市町村の役割分担の検討が必要 
・基礎自治体間の連携、広域自治体による事務の補完等も含めた検討が必要 
・地域特性を踏まえ、互いの強みを生かした自治体間連携も有効 
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住民自治（自治の担い手）のあり方 
・地域の担い手の減少に対し、担い手を育成しつつ、コミュニティの再構築や、地域の

様々な活動主体との協力による新しいコミュニティの形成を支援していくことが必要 
・増加する空き家を新たな行政需要への対応等に積極的に活用していく視点が必要 

効率的・効果的な行財政運営のあり方 
・大都市の膨大な行政需要を踏まえた国による地方財源の確保が不可欠であるが、まず

は、都と区市町村による主体的な対応検討が必要 
・変化増大する行政需要に対し、既存の行政体制の維持存続にとらわれず早急な見直し

の検討が必要 
・各区市町村は、危機的な状況に陥る前から、合併、共同処理、相互補完、機能分担等、

多様な選択肢について、主体的に検討、判断していく必要 
・地理的状況、人口規模、人口・産業の集積状況、地域の連坦、面積等地域特有の状況を

踏まえ、合併・連携等の多様な選択肢の中で、より有効な手段について、関係自治体間

の議論が重要 

 

（参考）東東京京のの自自治治ののあありり方方研研究究会会最最終終報報告告にに対対すするる区区長長会会のの考考ええ方方 

「研究会報告は、各区で今後議論する際の参考として受け止める。 

 特別区の区域のあり方については、都区間で直ちに検討が必要との提言にはなってい

ないという理解である。従来どおり、各区が主体的に判断する課題として、都から具体

的に提案があった場合に対応する。」 

    （H27.10.16 第 34 回大都市制度部会・政策課題部会合同会議での部会長まとめ）

  
○○税財政制度の検討は、区から論点を示したが、事務配分等の議論の推移を踏まえて議論す

る扱い    
  

＜＜税税財財政政制制度度ににつついいてて区区がが示示ししたた論論点点＞＞  

○○財財源源のの移移譲譲にに関関すするる指指針針のの整整理理  
((１１))事事務務移移譲譲にに応応じじたた財財源源のの移移譲譲（当該事務の執行に充てられていた金額と等しい財源の移譲） 

((２２))事事務務のの性性格格にに応応じじたた財財源源移移譲譲のの方方法法  

（財調交付金配分率、事務処理特例交付金、都市計画交付金）  

○○財財源源移移譲譲後後にに想想定定さされれるる課課題題のの整整理理  
((１１))特特別別区区のの主主体体性性のの強強化化（協議のあり方、政策税制協議、調整税の会計上の取扱い）  

((２２))法法令令改改正正をを伴伴うう事事項項のの検検討討（税源移譲、税制改正等を踏まえた財調制度の見直し等）  
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(3) 児童相談所の設置自治体の拡大 

都都区区ののあありり方方検検討討委委員員会会でで事事務務配配分分のの検検討討をを行行うう中中でで、、都都内内ににおおけけるる児児童童虐虐待待死死事事件件

等等のの発発生生やや児児童童虐虐待待相相談談件件数数のの増増加加をを背背景景にに、、児児童童相相談談行行政政ののあありり方方ににつついいてて、、都都区区間間

のの連連携携やや体体制制等等ににつついいてて、、幅幅広広くく検検討討すすべべきき課課題題ととししてて、、都都区区ののあありり方方検検討討委委員員会会ととはは

切切りり離離ししてて、、都都区区間間でで協協議議ををししてていいくくここととがが、、平平成成2233年年1122月月にに確確認認さされれままししたた。。  

ここれれをを受受けけてて、、都都区区のの実実務務者者でで構構成成すするる「「児児童童相相談談所所ののあありり方方等等児児童童相相談談行行政政にに関関すす

るる検検討討会会」」がが設設置置さされれ、、平平成成 2244 年年 22 月月かからら検検討討がが進進めめらられれままししたたがが、、特特別別区区がが求求めめるる児児

童童相相談談所所のの移移管管ににつついいててはは大大ききなな進進捗捗がが見見らられれなないい中中でで、、平平成成 2288 年年 55 月月、、児児童童虐虐待待ににつつ

いいてて発発生生予予防防かからら自自立立支支援援ままでで一一連連のの対対策策のの更更ななるる強強化化等等をを図図るるたためめのの「「児児童童福福祉祉法法等等

のの一一部部をを改改正正すするる法法律律」」がが成成立立しし、、同同年年 66 月月にに公公布布さされれままししたた。。  

ここのの改改正正にによよりり、、平平成成2299年年44月月以以降降、、政政令令でで定定めめるる特特別別区区がが児児童童相相談談所所をを設設置置ででききるるよよ

ううににななりり、、併併せせてて、、政政府府がが、、法法施施行行後後55年年をを目目途途ととししてて、、中中核核市市・・特特別別区区がが児児童童相相談談所所をを

設設置置ででききるるよようう必必要要なな支支援援をを実実施施すするるここととととさされれままししたた。。  

法法改改正正をを受受けけてて、、2222のの区区がが児児童童相相談談所所のの設設置置にに向向けけてて検検討討をを進進めめるるここととをを表表明明しし、、準準

備備のの整整っったた区区かからら順順次次開開設設ししてていいくくここととととししてて、、平平成成2299年年66月月かからら、、設設置置予予定定時時期期がが早早いい

33区区（（荒荒川川区区、、世世田田谷谷区区、、江江戸戸川川区区））のの児児童童相相談談所所設設置置計計画画案案ににつついいてて、、都都にによよるるモモデデルル

的的なな確確認認作作業業がが行行わわれれ、、そそのの経経過過をを設設置置希希望望区区ににフフィィーードドババッッククししななががらら設設置置準準備備がが進進

めめらられれててききままししたた。。ままたた、、平平成成3300年年55月月かからら、、都都区区間間でで、、児児童童養養護護施施設設等等のの入入所所やや一一時時保保

護護にに関関すするる広広域域調調整整にに係係るる検検討討がが行行わわれれままししたた。。  

一一方方、、平平成成3311年年度度かからら、、特特別別区区にに児児童童相相談談所所がが設設置置さされれるるこことともも視視野野にに入入れれつつつつ、、東東

京京全全体体のの児児童童相相談談体体制制ののあありり方方にに関関すするる都都とと区区市市町町村村合合同同のの検検討討会会がが設設置置さされれ、、検検討討がが

行行わわれれてていいまますす。。  

現現在在、、世世田田谷谷区区とと江江戸戸川川区区（（令令和和22年年44月月））、、荒荒川川区区（（令令和和22年年77月月））及及びび港港区区（（令令和和33年年
44月月））がが児児童童相相談談所所設設置置市市ととななっってていいまますす。。後後続続のの区区ににおおいいててもも、、円円滑滑なな移移行行にに万万全全をを期期

すするるたためめ、、都都ととのの調調整整ををははじじめめ検検討討がが進進めめらられれてていいまますす。。  

  
○○児童相談行政のあり方について都区間で検討会を設置して検討中に、児童福祉法の改正

で、特別区が政令指定により児童相談所の設置が可能となり、準備が整った区から設置す

ることで取組み中  
  
※※児童相談所設置区と設置予定区（（令令和和 55 年年度度予予定定ままでで））  

    ◇◇令令和和 22 年年度度  世世田田谷谷区区、、江江戸戸川川区区（（44 月月））、、荒荒川川区区（（77 月月））  
◇◇令令和和 33 年年度度  港港区区（（44 月月））  

  ◇◇令令和和 44 年年度度  中中野野区区（（44 月月））、、板板橋橋区区（（77 月月））、、豊豊島島区区（（22 月月））  
    ◇◇令令和和 55 年年度度  葛葛飾飾区区（（1100 月月））  
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※※特別区の児童相談所設置に係る主な経緯  

 ・昭和 61 年 2 月の「都区制度改革の基本的方向」の中で、児童相談所に関する事務の移

譲を都区で合意したものの、その後の国との調整の中で、政令指定都市の事務の移譲は

困難との見解が示され、断念 
 ・平成 20 年 6 月、都区のあり方検討委員会幹事会において、区に移管する方向で検討す

る事務とすることで一致 
 ・平成 22 年 6 月、都区のあり方検討委員会幹事会において、児童相談所のあり方につい

て、他に先行して実務的な検討の場を設けて議論を進めることを区側から申し入れ 
・平成 23 年 12 月の都区のあり方検討委員会において、児童相談行政のあり方について、

都区のあり方検討委員会とは切り離して別途整理していくことを確認 
・都区間の連携や体制等について幅広く検討する趣旨で、H24.2 から「児児童童相相談談所所ののあありり

方方等等児児童童相相談談行行政政にに関関すするる検検討討会会」で検討開始 
（平成 25 年 1 月 18 日の検討会で、「現行の役割分担の下での課題と対応策」の検討

結果を確認した後、体制のあり方の検討に向けて、特別区が「児童相談所移管モデ

ル」を策定し（H25.11）、これをもとに検討を続けた（～H27.11）ものの大きな進

捗がない中で、国の専門委員会で特別区に児童相談所設置の方向が浮上） 
 ・第第 3300 次次地地方方制制度度調調査査会会答答申申（H25.6.25） 

「都から特別区に移譲すべき事務としては、例えば児童相談所の事務などが考えら

れるが、専門職を適切に確保する等の観点から小規模な区の間では連携するとい

った工夫を講じつつ、移譲を検討すべきである。」 
 ・児童福祉法改正（H28.6.3 公布） 
   ・政令で定める特別区は、児童相談所を設置するものとする。（H29.4 施行） 
   ・法施行後５年を目途として、中核市・特別区が児童相談所を設置することができる

よう、支援等の必要な措置を講ずる。 

※※児童福祉法改正後の主な取組み  
  ・・特特別別区区児児童童相相談談所所移移管管準準備備連連絡絡調調整整会会議議のの設設置置  
    ・・児児童童相相談談所所のの設設置置にに係係るる国国、、都都へへのの支支援援・・協協力力要要請請  
    ・・社社会会的的養養護護（（里里親親、、入入所所施施設設等等））のの関関係係者者等等ととのの協協議議  
    ・・児児童童相相談談所所移移管管にに係係るる諸諸課課題題のの検検討討  
    ・・児児童童相相談談所所開開設設にに向向けけたたロローードドママッッププのの作作成成  
    ・・児児童童相相談談関関連連共共同同研研修修のの実実施施（（法法定定研研修修、、関関連連研研修修））  
    ・・児児童童相相談談所所職職員員のの確確保保にに向向けけたた採採用用制制度度のの見見直直しし  
    ・・児児童童相相談談所所等等へへのの職職員員派派遣遣（（東東京京都都、、近近隣隣自自治治体体等等））  
    ・・都都にによよるる設設置置予予定定区区のの児児童童相相談談所所設設置置計計画画案案ののモモデデルル的的確確認認作作業業のの実実施施  
    ・・特特別別区区児児童童相相談談所所のの設設置置にに向向けけたた広広域域調調整整にに係係るる都都区区検検討討会会ででのの協協議議  
    ・・児児童童相相談談所所設設置置市市のの政政令令指指定定にに向向けけたた厚厚生生労労働働省省ととのの協協議議  
    ・・都都とと区区市市町町村村にによよるる東東京京都都ににおおけけるる児児童童相相談談体体制制等等検検討討会会ででのの検検討討  
    ・・児児童童虐虐待待防防止止対対策策にに係係るる体体制制強強化化ののあありり方方にに関関すするる国国とと地地方方のの協協議議のの場場ででのの検検討討  
    ・・児児童童相相談談所所関関連連経経費費にに係係るる都都区区財財政政調調整整協協議議  



- 28 - 
 

(4) 特別区制度調査会 

特特別別区区長長会会はは、、（（財財））特特別別区区協協議議会会にに設設置置さされれたた特特別別区区制制度度調調査査会会（（会会長長：：大大森森彌彌東東京京

大大学学名名誉誉教教授授））にに、、都都区区制制度度改改革革後後のの特特別別区区ののあありり方方ににつついいててのの調調査査研研究究をを依依頼頼ししまましし

たた。。調調査査会会はは、、平平成成1155年年1100月月かからら検検討討をを開開始始しし、、平平成成1177年年1100月月のの第第１１次次報報告告をを経経てて、、平平成成

1199年年1122月月にに「「『『都都のの区区』』のの制制度度廃廃止止とと『『基基礎礎自自治治体体連連合合』』のの構構想想」」とといいうう第第２２次次報報告告ををまま

ととめめままししたた。。  

ここのの報報告告はは、、特特別別区区がが名名実実ととももにに住住民民のの身身近近なな政政府府ととししてて自自ららをを確確立立すするるたためめににはは、、

「「大大東東京京市市のの残残像像」」をを内内包包すするる「「都都のの区区」」のの制制度度かからら離離脱脱しし、、特特別別区区のの区区域域ににおおけけるる「「行行

政政のの一一体体性性」」のの観観念念かからら脱脱却却ししてて、、分分権権時時代代ににふふささわわししいい新新たたなな基基礎礎自自治治体体間間のの関関係係をを

構構築築すするる必必要要ががああるるととししてていいまますす。。  

ここののたためめ、、都都がが、、通通常常基基礎礎自自治治体体がが行行うう事事務務のの一一部部をを処処理理すするるここととやや、、都都区区間間のの財財政政

調調整整をを行行うう特特例例をを廃廃止止ししてて、、特特別別区区（（名名称称をを「「東東京京○○○○市市」」にに変変更更））がが、、対対等等・・協協力力のの関関

係係でで相相互互補補完完をを行行うう「「基基礎礎自自治治体体連連合合」」のの仕仕組組みみをを活活用用ししななががらら、、東東京京大大都都市市地地域域ににおお

けけるる全全ててのの基基礎礎自自治治体体のの仕仕事事とと財財源源にに責責任任をを持持つつ仕仕組組みみにに改改めめるるここととをを提提言言ししてていいまま

すす。。  

特特別別区区長長会会はは、、特特別別区区（（基基礎礎自自治治体体））優優先先のの原原則則にに則則っったた東東京京大大都都市市地地域域のの自自治治のの確確

立立にに向向けけてて、、現現行行制制度度のの下下ででのの運運用用改改善善をを優優先先ししつつつつ、、地地方方分分権権改改革革やや都都区区ののあありり方方検検

討討のの動動向向等等をを踏踏ままええななががらら、、ささららにに検検討討をを深深めめるるここととととししてていいまますす。。  
  
○○特別区優先の原則の下での東京大都市地域の自治の確立が課題  
  
○○調査会は、都区の協議に解決を委ねる現行制度の限界を乗り越える制度を提案  

  ⇒⇒都都はは府府県県にに純純化化、、基基礎礎自自治治体体のの領領域域はは共共同同処処理理やや財財政政調調整整をを基基礎礎自自治治体体連連合合でで行行うう

こことともも含含めめ全全てて特特別別区区（（東東京京○○○○市市））がが担担うう  

  ⇒⇒「「基基礎礎自自治治体体連連合合」」はは、、基基礎礎自自治治体体間間でで協協議議しし、、住住民民投投票票にによよりり承承認認さされれたた憲憲章章のの下下、、

地地域域のの実実情情にに合合わわせせたた多多様様なな自自治治のの選選択択をを可可能能ににすするる制制度度  
  
○○選択肢は現行都区制度の下での改革か「基礎自治体連合構想」のいずれか 

⇒当面は、現行都区制度の下での改革を優先 

 
（参考）第二次特別区制度調査会報告（H19.12.11）のポイント 

～「『都の区』の制度廃止と『基礎自治体連合』の構想」～  

◇◇改改革革のの基基本本的的なな考考ええ方方  

・・東東京京大大都都市市地地域域ににおおいいてて、、基基礎礎自自治治体体優優先先のの原原則則にに立立っったた分分権権改改革革ををささららにに進進めめ

るるここととがが必必要要  
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・・特特別別区区がが名名実実共共にに住住民民にに身身近近なな政政府府ととししてて自自ららをを確確立立ししてていいくくたためめににはは、、「「大大東東

京京市市のの残残像像」」をを内内包包すするる「「都都のの区区」」のの制制度度かからら離離脱脱すするるここととがが必必要要  

⇒⇒東東京京大大都都市市地地域域ににおおけけるる広広域域自自治治体体とと基基礎礎自自治治体体のの役役割割ををささららにに明明確確にに区区分分

しし、、都都がが法法的的にに留留保保ししてていいるる市市のの事事務務とと現現在在都都がが課課ししてていいるる市市のの税税等等ののすすべべ

ててをを特特別別区区（（「「東東京京○○○○市市」」））がが引引きき継継ぎぎ、、都都区区間間でで行行っってていいるる財財政政調調整整のの制制度度

をを廃廃止止  

・・「「行行政政のの一一体体性性」」のの観観念念かからら脱脱却却しし、、分分権権時時代代ににふふささわわししいい新新たたなな基基礎礎自自治治体体間間

のの関関係係をを構構築築すするるここととがが必必要要  

◇◇「「基基礎礎自自治治体体連連合合」」のの構構想想  

・・「「都都のの区区」」のの制制度度廃廃止止後後のの東東京京大大都都市市地地域域のの基基礎礎自自治治体体はは、、「「東東京京○○○○市市」」ととししてて

実実現現  

・・基基礎礎自自治治体体横横断断的的なな関関係係はは、、新新ししいい「「対対等等・・協協力力」」のの形形でであありり、、法法的的根根拠拠をを有有すす

るる「「基基礎礎自自治治体体連連合合」」ととししてて設設計計  

・・「「基基礎礎自自治治体体連連合合」」はは、、基基礎礎自自治治体体間間でで協協議議しし、、住住民民投投票票にによよりり承承認認さされれたた憲憲章章のの

下下にに、、地地域域のの実実情情にに合合わわせせたた多多様様なな自自治治のの選選択択をを可可能能ととすするる新新たたなな制制度度  

・・「「東東京京○○○○市市」」間間のの財財源源のの均均衡衡化化ををははかかるるたためめ、、「「対対等等・・協協力力」」のの関関係係ののももととででのの

自自主主的的なな財財政政調調整整をを行行うう税税財財政政制制度度をを設設置置  

・・「「基基礎礎自自治治体体連連合合」」はは、、そそれれぞぞれれのの地地域域のの実実情情にに合合わわせせたた多多様様なな自自治治シシスステテムムのの選選

択択をを拓拓いいてていいくくとといいうう意意味味でで、、他他のの地地域域ににもも適適用用可可能能  

◇◇第第二二次次報報告告ののおおわわりりにに  

・・ままずず平平成成 1122 年年改改革革にによよるる都都区区のの役役割割分分担担、、財財源源配配分分のの原原則則をを実実現現しし、、そそのの上上でで各各

特特別別区区がが区区域域問問題題にに自自主主的的にに取取組組むむここととがが順順当当なな道道筋筋  

・・都都がが市市のの機機能能をを内内包包ししたたまままま「「州州」」ににななるるここととはは考考ええににくくくく、、「「基基礎礎自自治治体体連連合合」」

はは、、道道州州制制がが導導入入さされれるる場場合合ででああっっててもも対対応応ででききるる制制度度  

・・「「都都のの区区」」のの制制度度がが廃廃止止さされれれればば、、都都のの首首都都ととししててのの役役割割はは消消失失すするるたためめ、、東東京京○○

○○市市のの連連合合又又ははいいずずれれかかのの東東京京○○○○市市がが担担ううこことともも可可能能  

・・当当面面、、特特別別区区優優先先のの原原則則をを徹徹底底しし、、都都区区のの役役割割分分担担をを整整理理すするるここととはは、、平平成成 1122 年年

改改革革のの趣趣旨旨のの実実現現及及びび今今後後のの改改革革のの方方向向ににもも合合致致  

・・行行政政需需要要のの違違いいとと著著ししいい財財源源のの偏偏在在をを自自ららのの手手でで調調整整すするるににはは、、ここれれままでで培培っってて

ききたた「「互互譲譲・・協協調調」」精精神神とと、、自自主主・・自自立立へへのの確確固固たたるる決決意意がが必必要要 
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(5) 地方分権改革の流れの中で 

平平成成 55 年年のの衆衆参参両両院院決決議議をを受受けけてて進進めめらられれててききたた地地方方分分権権改改革革はは、、平平成成 1122 年年 44 月月にに

施施行行さされれたた第第一一期期改改革革ととそそのの後後のの三三位位一一体体改改革革にに引引続続きき、、平平成成 1199 年年以以降降進進めめらられれたた第第二二

期期改改革革でで順順次次義義務務付付けけ・・枠枠付付けけのの見見直直ししとと自自治治体体へへのの権権限限移移譲譲等等がが行行わわれれ、、平平成成 2266 年年以以

降降はは、、自自治治体体かかららのの提提案案にに基基づづくく改改革革にに移移行行ししてていいまますす。。  
平平成成 1122 年年にに基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体にに位位置置づづけけらられれたた特特別別区区もも、、ここのの改改革革のの中中にに身身をを置置

いいてていいまますす。。  
大大都都市市制制度度ののあありり方方等等ににつついいてて調調査査審審議議をを行行っったた第第3300次次地地方方制制度度調調査査会会はは、、平平成成2255年年

66月月、、都都区区制制度度はは概概ねね円円滑滑にに運運営営さされれてていいるるとと評評価価しし、、東東京京都都かからら特特別別区区へへのの更更ななるる事事務務

移移譲譲とと区区域域のの再再編編をを関関連連づづけけるる議議論論ににつついいてて、、一一般般的的にに人人口口規規模模ののみみをを捉捉ええてて基基準準ににすす

るる必必要要ははなないいととししたたううええでで、、児児童童相相談談所所のの事事務務をを例例にに挙挙げげてて、、都都かからら特特別別区区へへのの更更ななるる

事事務務移移譲譲をを検検討討すすべべききととすするる一一方方、、今今後後のの社社会会経経済済情情勢勢のの変変化化をを踏踏ままええるるとと、、区区域域のの見見

直直ししににつついいててもも検検討討がが必必要要ととすするる内内容容をを盛盛りり込込んんだだ答答申申をを行行いいままししたた。。  

一一方方、、少少子子高高齢齢化化がが進進行行しし、、全全国国的的なな地地域域のの衰衰退退がが懸懸念念さされれるる中中でで、、人人口口のの減減少少にに歯歯

止止めめををかかけけるるととととももにに、、東東京京圏圏へへのの過過度度のの集集中中をを是是正正しし、、そそれれぞぞれれのの地地域域でで住住みみよよいい環環

境境をを確確保保ししてて、、将将来来ににわわたたっってて活活力力ああるる日日本本社社会会をを維維持持ししてていいくくここととをを目目的的にに、、「「ままちち・・

ひひとと・・ししごごとと創創生生法法」」がが平平成成 2266 年年 1111 月月にに施施行行さされれ、、国国とと全全国国のの都都道道府府県県・・市市区区町町村村にに

おおいいてて、、そそれれぞぞれれ人人口口ビビジジョョンンやや総総合合戦戦略略をを策策定定ししてて様様々々なな取取組組みみがが進進めめらられれてていいまますす。。

特特別別区区長長会会はは、、ここのの取取組組みみとと並並行行ししてて、、東東京京・・特特別別区区がが、、人人材材のの交交流流ははももちちろろんん、、経経

済済、、生生活活全全般般ににわわたたりり、、全全国国各各地地にに支支ええらられれてて成成りり立立っってていいるるここととをを踏踏ままええ、、東東京京をを含含

むむ全全国国各各地地域域がが連連携携ししてて活活きき活活ききととししたたままちちづづくくりりをを進進めめ、、ととももにに発発展展・・成成長長しし、、共共存存

共共栄栄のの関関係係をを作作っってていいくくここととがが必必要要ででああるるととのの考考ええ方方ののももととにに、、平平成成 2266 年年 99 月月にに趣趣意意書書

をを採採択択しし、、全全国国のの自自治治体体にに呼呼びびかかけけてて、、特特別別区区全全国国連連携携ププロロジジェェククトトをを展展開開ししてていいまますす。。

ここれれままででにに、、各各区区のの取取組組みみとと合合わわせせ、、専専用用ホホーームムペペーージジのの開開設設、、1133 のの市市長長会会、、町町村村会会

（（337722 自自治治体体））ととのの連連携携協協定定締締結結、、東東北北六六魂魂祭祭・・東東北北絆絆ままつつりりへへのの協協賛賛、、魅魅力力発発信信イイベベンン

トトのの実実施施、、シシンンポポジジウウムム・・講講演演会会のの開開催催、、被被災災地地支支援援等等のの取取組組みみをを展展開開しし、、現現在在千千をを超超ええ

るる自自治治体体とと様様々々なな形形でで連連携携・・交交流流をを行行っってていいまますす。。民民間間企企業業とともも 33 社社とと連連携携協協定定をを結結んん

ででいいまますす。。  
  現現在在はは、、ここののププロロジジェェククトトををささららにに発発展展ささせせるるたためめ、、連連携携協協定定先先とと共共同同のの地地域域再再生生計計

画画をを策策定定しし、、国国のの制制度度もも活活用用ししたた共共同同事事業業ににもも取取りり組組んんででいいまますす。。 
  

○○地方分権の推進に関する衆参両院決議（平成 5 年 6 月）  

 ・・東東京京一一極極集集中中のの排排除除  

  ・・中中央央集集権権的的行行政政ののあありり方方のの問問いい直直しし  

  ・・国国とと地地方方のの役役割割のの見見直直しし  

  ・・地地方方公公共共団団体体のの自自主主性性、、自自律律性性のの強強化化  

  ・・2211 世世紀紀ににふふささわわししいい地地方方自自治治のの確確立立  
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○○第 1 期地方分権改革  ～～上上下下関関係係かからら対対等等・・協協力力関関係係へへ～～  （H7～H12.4.1 施行）  

 ＜＜第第 11 期期分分権権改改革革のの成成果果＞＞  

・国国とと地地方方、、都都道道府府県県とと市市町町村村のの役役割割分分担担原原則則のの法法定定 

・機関委任事務の廃止 ⇒ 自治事務と法定受託事務に再編成 

・関与等の基本原則（法定主義等）、基本類型、紛争処理手続き等を法定 

・権限移譲（事務移譲、特例市制度創設、条例による事務処理特例制度創設） 

・付属機関・職員等に係る必置規制等の廃止、緩和 

・自主的な市町村合併の推進 ＜平平成成のの大大合合併併＞ 

 平成 11 年 3,229 市町村 → 平成 22 年 1,727 市町村 

・地方議会の活性化、定数見直し 

（参考）国国、、地地方方公公共共団団体体間間のの役役割割分分担担にに関関すするる地地方方自自治治法法のの規規定定（抜粋）  

第 1 条の 2 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を

自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。   

２ 国は、前項の規定の趣旨を達成するため、国においては  

○国際社会における国家としての存立にかかわる事務、  

○全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動若しくは地方自治に関する基本的な

準則に関する事務又は  

○全国的な規模で若しくは全国的な視点に立つて行わなければならない施策及び事業の実

施  

○その他  

の国が本来果たすべき役割を重点的に担い、住民に身近な行政はできる限り地方公共団体

にゆだねることを基本として、地方公共団体との間で適切に役割を分担するとともに、地方公

共団体に関する制度の策定及び施策の実施に当たつて、地方公共団体の自主性及び自立

性が十分に発揮されるようにしなければならない。   

第 2 条 地方公共団体は、法人とする。   

２ 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令

により処理することとされるものを処理する。   

３ 市町村は、基礎的な地方公共団体として、第 5 項において都道府県が処理するものとされて

いるものを除き、一般的に、前項の事務を処理するものとする。   

４ 市町村は、前項の規定にかかわらず、次項に規定する事務のうち、その規模又は性質にお

いて一般の市町村が処理することが適当でないと認められるものについては、当該市町村の

規模及び能力に応じて、これを処理することができる。  

５ 都道府県は、市町村を包括する広域の地方公共団体として、第 2 項の事務で、  

○広域にわたるもの、  

○市町村に関する連絡調整に関するもの及び  

○その規模又は性質において一般の市町村が処理することが適当でないと認められるもの  

を処理するものとする。 
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＜＜残残さされれたた課課題題＞＞（地方分権推進委員会最終報告） 

・・地地方方税税財財源源のの充充実実確確保保とと地地方方財財政政秩秩序序のの再再構構築築  

（（税税源源移移譲譲、、国国庫庫補補助助負負担担金金のの見見直直しし等等））  

・・法法令令にによよるる義義務務付付けけ・・枠枠付付けけのの緩緩和和  

  ・・分分権権やや合合併併のの推推進進をを踏踏ままええたた新新たたなな地地方方自自治治のの仕仕組組みみのの検検討討  

・・事事務務事事業業のの移移譲譲  

・・制制度度規規制制のの緩緩和和とと住住民民自自治治のの拡拡充充方方策策  

・・「「地地方方自自治治のの本本旨旨」」のの具具体体化化    

○○三位一体改革  （H13～H17）  

・国庫補助負担金改革 約 4.7 兆円 

・税源移譲 約 3 兆円 

・地方交付税改革 約△5.1 兆円 

○○第２期地方分権改革  （H18～ ）  

  ・地方に対する規制緩和（義務付け・枠づけの見直し） 

 ・基礎自治体への事務・権限移譲 

・国と地方の協議の場設置 

 ※H26～自治体からの提案方式に移行  

○○第 30 次地方制度調査会答申（H25.6.25） 
  「大都市制度の改革及び基礎自治体の行政サービス提供体制に関する答申」  

①大都市制度の改革 

・指定都市制度：二重行政の解消（権限移譲、協議会設置等）、「都市内分権」による 
住民自治の強化（行政区の役割強化等） 

・特別区制度の他地域への適用：事務分担・税財源配分は東京の仕組みを基本、等 

・中核市、特例市制度：人口 20 万人以上であれば保健所設置により中核市となる形で

両制度を統合 

・特別市：二重行政の完全解消等大きな意義があるが、住民代表機能のある区の必要

性等さらに検討が必要 

・都区制度：児児童童相相談談所所ななどど更更ななるる事事務務移移譲譲、、今今後後のの社社会会経経済済情情勢勢のの変変化化をを踏踏ままええたた

区区域域のの見見直直ししがが検検討討課課題題 

②基礎自治体の行政サービス提供体制 

・自自主主的的なな合合併併や市市町町村村間間のの広広域域連連携携、都都道道府府県県にによよるる補補完完など多様な手法の中から

各市町村が最も適したものを自ら選択 

  ＜＜答申の意義＞＞ 

・都都区区制制度度ははおおおおむむねね円円滑滑にに運運営営さされれてていいるるとと評評価価し、仕組み自体の改革の方向は出さ

れなかったが、現現行行制制度度ののももととににおおいいててもも更更ななるる権権限限移移譲譲をを進進めめるる方方向向をを示示ししたた。。 



- 33 - 
 

・都都ががセセッットトだだとと主主張張ししてていいるる事事務務移移譲譲とと区区域域再再編編をを切切りり離離しし、、児児童童相相談談所所をを典典型型的的なな

移移譲譲対対象象ととししてて明明記記して、大大幅幅なな事事務務移移譲譲のの方方向向、さらに全区一斉の移譲のほかに、事

務処理特例を活用した個別移譲にも付言、将来の更なる事務移譲につながる方向を示

した。 

・事事務務移移譲譲とと切切りり離離ししたた中中でで、、今今後後のの大大変変革革にに備備ええたた区区域域再再編編のの検検討討をを提提起起する内容で、

これ自体は、各区がどう受け止めるかの話であるが、特別区のみ指摘があったことの

意味は理解しがたい（都の主張に配慮か）。 

・裁定の仕組みの提起は、権限移譲の方向を前提に考えると、都が権限移譲を拒んだ時の

ための救済策ととれる。 

・特別区の他地域への適用についての留意点の中で、税源配分及び財政調整について、道

府県と特別区が分担する事務の規模に応じて、税財源が適切に配分されることが必要

との認識を示し、都区制度の財源配分原則を改めて確認（特別区の財源を保障すれば

足りるとする都の主張と対照的）。 

・全全体体ととししてて、、基基礎礎自自治治体体強強化化、、住住民民自自治治強強化化のの方方向向ででののととりりままととめめとなっており、保保

健健所所設設置置をを条条件件にに、、2200 万万人人以以上上のの特特例例市市のの中中核核市市へへのの統統合合のの方方向向が出されたことで、

20 区（当時：現在 21 区）が 20 万人を超える特別区も、少なくとも中核市並みの権限

の移譲が展望できる 

 

 

 

 



- 34 - 
 

○○特別区全国連携プロジェクト  
 
（参考）特特別別区区全全国国連連携携ププロロジジェェククトト  －－趣趣意意書書－－（（HH26.9.16 特別区長会） 

我が国は、人口減少社会を迎えるなかで、地域の崩壊や経済の衰退などが懸念されてお

り、今まさに地域の活性化が求められています。国もこれを課題として位置づけ、「地方

創生」に力を向けようとしています。 
一方で、全国各地域の疲弊は地方税の偏在にも一因があるとして、国は、本来国が保障

すべき地方財源を、地方税の一部を国税化し再配分することで財政調整を行い、さらに拡

大しようとしています。自治体間が対立し財源を奪い合う構図は、本来の地方自治の姿で

はなく、結果的に共倒れになりうる、大変危険なことだと憂慮しています。 
翻って東京・特別区は、人材の交流はもちろん、経済、生活全般にわたり、全国各地域

に支えられ成り立っています。全国各地域あっての東京であり、互いの良いところを活か

し、 学び、そして足りないところを補完しあって、東京、全国各地域が抱える課題を共

に克服していかなければなりません。東京を含む全国各地域が、活き活きとしたまちづく

りを進め、ともに発展・成長し、共存共栄を図っていくことこそが今必要で、それが日本

の元気につながると確信しています。 
このような趣旨から特別区長会では、全国各地域との信頼関係・絆をさらに強化し双方

が発展していくために、連携を深め、東京を含めた全国各地域の経済の活性化、そしてま

ちの元気につながるような取り組みとして、「特別区全国連携プロジェクト」を展開して

まいります。 
それぞれの地域が、自らの特長を活かし、活力あるまちづくりを展開していけるようホ

ームページを立ち上げるなど、特別区は微力ながら努力してまいります。  
 
 

４ 都区制度（特別区制度）のこれから 

大大都都市市ととししててのの特特性性がが顕顕著著でで首首都都機機能能をを有有すするる東東京京ににつついいててはは、、ここれれままででのの国国ににおおけけ

るる大大都都市市制制度度やや道道州州制制のの検検討討ででもも、、現現在在のの都都のの区区域域、、特特別別区区のの存存すするる区区域域、、ああるるいいははそそ

のの一一部部のの区区域域にに事事務務配配分分やや税税財財政政制制度度等等のの特特例例やや区区域域ににつついいててのの特特例例をを設設けけるる必必要要ががああ

るるとと指指摘摘さされれてていいまますす。。  

東東京京都都やや特特別別区区ににおおけけるる検検討討、、ああるるいいはは経経済済団団体体やや民民間間のの研研究究機機関関のの検検討討ににおおいいててもも、、

都都区区制制度度（（特特別別区区制制度度））のの将将来来ををめめぐぐっっててはは様様々々なな議議論論ががあありりまますす。。  

大大阪阪府府・・大大阪阪市市でではは、、特特別別区区制制度度（（いいわわゆゆるる「「大大阪阪都都構構想想」」））のの実実現現にに向向けけてて大大都都市市制制

度度改改革革のの検検討討がが進進めめらられれ、、平平成成2277年年55月月とと令令和和22年年1111月月のの２２度度ににわわたたっってて、、大大都都市市地地域域にに

おおけけるる特特別別区区のの設設置置にに関関すするる法法律律にに基基づづくく、、特特別別区区設設置置協協定定書書のの住住民民投投票票がが行行わわれれまましし

たた。。いいずずれれもも僅僅差差でで否否決決さされれままししたたがが、、大大ききなな議議論論をを呼呼びびままししたた。。大大阪阪でではは、、今今後後にに向向けけ

てて、、現現行行制制度度ののももととででのの府府とと大大阪阪市市のの一一体体的的なな行行政政運運営営のの推推進進にに向向けけたた体体制制作作りりがが進進めめ

らられれてていいまますす。。  
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今今後後のの特特別別区区ののあありり方方ににつついいててはは、、以以上上ののよよううなな、、分分権権改改革革のの動動向向、、都都区区制制度度（（特特別別区区

制制度度））にに関関すするる提提言言、、都都区区間間のの検検討討状状況況やや国国のの動動向向等等をを踏踏ままええななががらら、、引引続続きき検検討討ししてて

いいくく必必要要ががあありりまますす。。  

人人口口減減少少社社会会ににおおけけるる行行政政ののあありり方方のの見見直直しし（（行行政政のの役役割割のの見見直直しし、、IICCTT 活活用用・・自自治治

体体間間連連携携等等にによよるる効効率率化化、、等等））、、急急速速にに進進むむ高高齢齢化化・・少少子子化化へへのの対対応応、、新新型型ココロロナナウウイイルル

スス感感染染症症等等へへのの対対応応、、東東京京 22002200 オオリリンンピピッックク・・パパララリリンンピピッックク競競技技大大会会のの成成果果のの還還元元、、

切切迫迫性性がが叫叫ばばれれてていいるる首首都都直直下下地地震震やや大大規規模模水水害害等等巨巨大大災災害害へへのの備備ええ、、全全国国各各地地域域のの活活

性性化化にに寄寄与与すするる取取組組みみ、、等等々々課課題題はは山山積積ししてていいまますす。。一一方方、、厳厳ししいい経経済済状状況況ををははじじめめ、、法法

人人住住民民税税のの一一部部国国税税化化、、地地方方消消費費税税清清算算基基準準見見直直しし、、ふふるるささとと納納税税制制度度ななどど、、東東京京のの地地

方方財財源源をを狙狙いい撃撃ちちににししたた不不合合理理なな税税制制改改革革等等のの影影響響をを受受けけてて、、特特別別区区のの財財政政はは厳厳ししいい環環

境境にに置置かかれれてていいまますす。。  
東東京京都都とと特特別別区区はは、、多多くくのの課課題題をを抱抱ええななががらら、、東東京京大大都都市市地地域域のの行行政政をを担担ううパパーートトナナ

ーーととししてて、、連連携携・・協協力力ししてて取取組組んんででいいかかななけけれればばななりりまませせんん。。  
ここううししたた動動ききのの中中でで、、都都区区制制度度（（特特別別区区制制度度））ののあありり方方がが問問わわれれてていいくくここととににななりりまま

すす。。 

特特別別区区制制度度ををめめぐぐるる議議論論 

  
○○都区制度をめぐる提言  
▽▽特特別別区区制制度度調調査査会会「「『『都都のの区区』』のの制制度度廃廃止止とと『『基基礎礎自自治治体体連連合合』』のの構構想想」」（（HH1199..1122..1111））  

・・「「都都のの区区」」のの制制度度をを廃廃止止しし、、都都はは「「府府」」にに純純化化、、区区はは「「東東京京○○○○市市」」にに移移行行  
・・東東京京大大都都市市地地域域のの特特殊殊性性をを踏踏ままええたた対対応応はは、、相相互互のの財財政政調調整整もも含含めめ「「基基礎礎自自治治体体連連

合合」」でで対対応応  

▽▽東東京京自自治治制制度度懇懇談談会会報報告告「「議議論論のの整整理理」」（（H19.11.20） 
・・自自治治法法上上にに都都がが大大都都市市経経営営のの担担いい手手ととななるる旨旨明明確確化化すすべべきき  
・特特別別区区のの区区域域のの再再編編がが必必要要（（大大規規模模なな基基礎礎自自治治体体をを想想定定すするる可可能能性性もも）） 

 
（参考）東京自治制度懇談会「議論の整理」（H19.11.20 最終報告）のポイント 

①大都市制度のあり方 
  ・大都市制度を制度的に位置づける法改正が必要  
  ・大都市経営のための地域自治の仕組みが必要 
②税財政制度のあり方 
  ・地方の役割に必要な財源は地方税収で賄われることが重要 
  ・大都市経営の実効性を担保する税制等の仕組みが必要 
  ・団体間の財政調整制度（地方交付税）をなくすことは困難 
③道州制における広域自治体のあり方 
  ・首都圏における道州は、少なくとも１都３県を包含する必要 
  ・首都圏の道州の役割を検証することが必要 
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  ・国、道州、基礎的自治体の役割の明確化が必要 
  ・首都圏の道州における大都市経営の主体は現行と同様 
   （大都市の範囲が複数の基礎的自治体に分かれている場合は、道州） 
④東京における大都市制度のあり方 
  ・自治法上に都が大都市経営の担い手となる旨明確化すべき 

・道州が導入された場合、特別区又はその周辺区域を含めて一つの基礎的自治体と

なって大都市経営を担うのも選択肢の一つ 
・都が大都市経営を行う上で必要な事務は、経営上の必要性のほか効率性の観点か

らの検討も重要 
・特別区の区域の再編が必要（多摩地域についても、特別区の再編統合の検討状況を

視野に入れながら合併を含めあり方の検討が必要） 
・大都市東京の特殊性を踏まえた新たな観点から特別区の再編のメリット、デメリ

ットを示し、合併構想等都の考え方を示すべき 
・税財政制度については、事務配分、区域の方向性が明らかになった段階で検討する

ことが必要 

 
▽東東京京商商工工会会議議所所 「道州制と大都市制度のあり方」H20.9.11 

・都区制度を廃止し、東京 23 区部を一体とする新たな「東京市」が必要 
  ・新たな大都市制度としての市と区の役割を築くための検討が必要 

▽経経済済同同友友会会  「道州制移行における課題」H22.5.19 
・現在の東京 23 区を「東京特別州」として創設 

  ・東京特別州内の基礎自治体については、現在の 23 区を前提とせず再編 
  
○○特別区のあり方に関する検討の方向（H20.3.14 区長会総会） 

・調調査査会会報報告告でで示示さされれたた方方向向をを基基本本にに地地方方分分権権改改革革等等のの動動向向をを踏踏ままええつつつつささららにに検検討討 

①①現現行行制制度度ののももととででななししううるる抜抜本本的的なな改改革革をを実実現現すすべべくく、、都都区区ののあありり方方検検討討のの協協議議にに

臨臨むむ  

②当面特別区制度懇談会を設置（第三次調査会発足の是非は今後の推移を見て判断）

③今後の議論に備えるための基礎的な調査研究を進める（特特別別区区制制度度研研究究会会をを設設置置） 
  
○○「大阪都構想」は都区制度の運用にも示唆  

※※HH2244..99 大大都都市市地地域域ににおおけけるる特特別別区区のの設設置置にに関関すするる法法律律公公布布  

      ⇒H27.5 大阪で特別区設置協定書住民投票（賛成 694,844 反対 705,585） 
    R2.11.1 大阪で再度の特別区設置協定書住民投票（賛成 675,829 反対 692,996） 

※※RR33..44..11 大阪市及び大阪府における一一体体的的なな行行政政運運営営のの推推進進にに関関すするる条条例例（大阪市）、

大阪府及び大阪市における一体的な行政運営の推進に関する条例（大阪府）施行 
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（参考）「大阪都構想」で特に注目すべき内容 

・基礎自治体と広域自治体の役割分担を徹底し、住民に身近な事務は、基礎自治体優先の

原則のもと、特別区が実施 
・調整財源の配分割合は、事務分担に応じて（特別区 78.7％：大阪府 21.3％） 
・大阪府は、毎年度、財政調整制度の運用状況や、大阪府に配分された調整財源の充当状

況等を（仮称）大阪府・特別区協議会に報告し、検証、必要に応じ協議 
・目的税二税（都市計画税、事業所税）は特別区と大阪府双方の事業規模に応じて、目的

税交付金として特別区に交付（特別区 53％：大阪府 47％） 
・普通税三税及び目的税二税は、（仮称）財政調整特別会計で歳入するものとし、財政調

整に係る経理は、全て当該特別会計で行うことにより、透明性を確保 

 
○○特別区長会調査研究機構の設置  

特別区及び地方行政に関わる課題について、大学その他の研究機関、国及び地方自治体

と連携して調査研究を行うことにより、特別区長会における諸課題の検討に資するとと

もに、特別区の発信力を高めることを目的に、特別区長会の下に設置（H30.6.15） 
  ※事務局は、（公財）特別区協議会に委嘱 

（参考）特特別別区区長長会会調調査査研研究究機機構構のの研研究究テテーーママ    ※（ ）内は提案区 

＜＜令令和和元元年年度度＞＞  
・特別区が取り組んでいる施策の効果が日本全体に与える影響（港区） 
・基礎自治体におけるﾃﾚﾜｰｸの活用と実現方法（品川区） 
・AI 等の先端技術を活用した業務効率化（電子自治体への移行に向けて）（大田区、葛飾区）

・特別区のｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄを生かした業務効率化（渋谷区） 
・「持続可能な開発のための目標（SDGs）」に関して、特別区として取り組むべき実行性のある

施策について（荒川区） 
・自尊感情とﾚｼﾞﾘｴﾝｽの向上に着目した、育児期女性に対する支援体制構築に向けての基礎

研究（板橋区） 
・大局的に見た特別区の将来像（江戸川区） 
・特別区における小地域人口・世帯分析及び壮年期単身者の現状と課題（基礎調査） 

＜＜令令和和２２年年度度＞＞  
・基礎自治体におけるﾃﾚﾜｰｸの活用と実現方法【継続】（品川区） 
・特別区のｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄを生かした業務効率化【継続】（渋谷区） 
・「持続可能な開発のための目標（ＳＤＧｓ）」に関して、特別区として取り組むべき実行性のある

施策について【継続】（荒川区） 
・自尊感情とﾚｼﾞﾘｴﾝｽの向上に着目した、育児期女性に対する支援体制構築に向けての基

礎研究【継続】（板橋区） 
・大局的に見た特別区の将来像【継続】（江戸川区） 
・特別区における小地域人口・世帯分析及び壮年期単身者の現状と課題【継続】（基礎調査） 
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・特別区における職場学習の現状と効果的な学習支援のあり方（千代田区） 
・特別区におけるごみ減量に向けた取り組みの推進と今後の清掃事業のあり方（江東区）

・将来人口推計のあり方（世田谷区） 
・特別区が行うｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽの活動支援策～地域課題の現状把握を踏まえて（世田谷区） 
・債権管理業務における生活困窮者支援・外国人対応（中野区） 
・地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活性化のためにとりうる方策（葛飾区） 

＜＜令令和和３３年年度度＞＞  
・特別区のｽｹｰﾙﾒﾘｯﾄを生かした業務効率化【継続】（渋谷区） 
・特別区における森林環境譲与税の活用 ～複数区での共同連携の可能性～（中央区） 
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる社会変容と特別区の行政運営への影響（港区） 
・公共施設の樹木の効果的なﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ手法（江東区） 
・食品ﾛｽ削減に向けたﾅｯｼﾞをはじめとする行動変容策（荒川区） 
・「ｾﾞﾛｶｰﾎﾞﾝｼﾃｨ特別区」に向けた取組み（葛飾区） 

＜＜令令和和４４年年度度＞＞（予定）  
・ﾀﾜｰﾏﾝｼｮﾝ等大規模集合住宅を含む地域ｺﾐｭﾆﾃｨの醸成（中央区） 
・特別区の未来を見据えた子育て支援（港区） 
・水害時の避難及び共同住宅の機能強化（江東区） 
・循環型経済の推進による持続可能な経済発展に向けて、特別区が取り組むべき施策（世田

谷区） 
・特別区における DX の推進 ～ﾃﾞｰﾀの取得・分析・活用に向けて～（板橋区、葛飾区）

 
今今後後のの特特別別区区のの制制度度的的課課題題 

○○基礎自治体としての役割発揮  
  ・・自自律律とと連連帯帯のの行行財財政政運運営営  

自主的・自律的行財政運営、23 区間連携対応、少子・高齢化対策、老朽施設の更新、

被災地支援等地方との連携、等 
  ・・都都ととのの連連携携にによよるる課課題題解解決決  

感染症対策、首都直下地震・大規模水害対策、地方法人課税の見直し等東京バッシ

ング対応、児童相談所の移管、都区財政調整制度の運用改善（特別交付金、都市計

画交付金等）、等 

○○法の趣旨に則った都区間関係の確立  
・・役役割割分分担担のの明明確確化化（（都都区区ののあありり方方検検討討））  
・・財財源源配配分分のの明明確確化化（（役役割割分分担担にに応応じじたた配配分分））  

○○地方分権改革、税財政制度改革等への対応  
・・特特別別区区のの権権限限拡拡充充とと体体制制整整備備  
・・自自治治制制度度改改革革議議論論へへのの備備ええ（（都都区区制制度度、、大大都都市市制制度度、、道道州州制制、、税税制制等等））  
・・全全国国自自治治体体ととのの連連携携関関係係構構築築  
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（参考）特別区長会が東京都に求めている重点事項 

((11))  都区のあり方検討の再開  
都都区区協協議議会会ののももととにに設設置置ししてていいるる都都区区ののあありり方方検検討討委委員員会会ででのの協協議議がが、、平平成成 2233 年年

1122 月月のの書書面面開開催催をを最最後後にに中中断断ししてていいまますす。。平平成成 1199 年年以以来来進進めめててききたた検検討討のの蓄蓄積積をを生生

かかしし、、事事務務配配分分やや税税財財政政制制度度のの根根本本的的かかつつ発発展展的的なな検検討討ののたためめ、、協協議議をを再再開開すするるこことと

をを求求めめてていいまますす。。そそのの結結果果をを踏踏ままええてて、、都都区区間間のの最最大大のの懸懸案案ででああるる、、役役割割分分担担にに応応じじ

たた財財源源配配分分のの決決着着をを図図るる必必要要ががあありりまますす。。ななおお、、特特別別区区のの区区域域のの再再編編のの問問題題ににつついいてて

はは、、ここれれままででのの検検討討でで論論点点はは出出尽尽くくししてておおりり、、どどののよよううにに取取りり扱扱ううかかはは各各区区のの自自主主的的

なな判判断断にに委委ねねらられれるるべべききももののでですす。。  

((22))  都市計画事業のあり方に関する協議の実施  
用用途途地地域域のの都都市市計計画画ににつついいてて、、全全国国のの市市町町村村のの中中でで、、特特別別区区ののみみがが決決定定権権限限をを持持っっ

てておおららずず、、東東京京都都ににそそのの権権限限がが残残さされれたたままままととななっってていいまますす。。そそのの他他のの都都市市計計画画決決定定

権権限限、、都都市市計計画画税税のの取取扱扱いいをを含含めめたた都都市市計計画画事事業業全全体体ののあありり方方ににつついいてて、、都都区区のの協協議議

のの場場をを、、都都区区協協議議会会のの下下にに設設けけるるここととをを求求めめてていいまますす。。  

((33))  固定資産税の減免等についての事前協議  
固固定定資資産産税税やや市市町町村村民民税税法法人人分分はは都都区区財財政政調調整整制制度度のの財財源源でであありり、、都都区区のの共共有有財財源源

でですす。。ここののたためめ、、都都ににおおいいてて政政策策的的にに減減額額･･免免除除のの新新設設・・拡拡大大をを検検討討すするる際際ににはは、、特特別別

区区にに事事前前協協議議すするるここととをを求求めめてていいまますす。。  

((44))  児童相談所設置の促進  
特特別別区区のの児児童童相相談談所所のの設設置置ににつついいててはは、、令令和和 22 年年度度（（33 区区））、、33 年年度度（（11 区区））のの開開設設

区区にに続続いいてて順順次次開開設設がが予予定定さされれてていいまますす。。設設置置希希望望区区そそれれぞぞれれににおおいいてて都都かからら区区へへのの

移移行行がが円円滑滑にに進進めめらられれるるよようう、、人人材材のの育育成成・・確確保保、、広広域域的的なな調調整整、、財財政政措措置置等等もも含含めめ、、

都都区区のの連連携携でで課課題題解解決決がが図図らられれるる方方向向ででのの支支援援・・協協力力をを求求めめてていいまますす。。  

((55))  都区双方の事業実績に見合う都市計画交付金の増額  
基基礎礎自自治治体体がが行行うう都都市市計計画画事事業業のの財財源源ででああるる都都市市計計画画税税がが、、特特別別区区のの区区域域でではは、、都都

市市計計画画事事業業ののかかななりりのの部部分分をを都都がが実実施施すするるこことと等等をを理理由由にに都都税税ととさされれてていいまますす。。一一方方、、

特特別別区区もも都都市市計計画画事事業業をを実実施施ししてていいるるここととかからら、、そそのの財財源源のの一一部部にに充充ててるるたためめ、、都都のの

要要綱綱でで都都市市計計画画交交付付金金がが設設けけらられれてていいまますす。。ししかかしし、、都都市市計計画画事事業業のの実実績績はは、、都都市市計計

画画費費でで見見るるとと、、おおよよそそ都都がが７７割割、、特特別別区区がが 33 割割ととななっってていいるるののにに対対しし、、都都市市計計画画交交付付

金金はは、、220000 億億円円でで、、都都市市計計画画税税 22,,555544 億億円円（（令令和和 33 年年度度））のの１１割割ににもも満満たたなないいたためめ、、

事事業業のの実実態態にに見見合合っったた交交付付金金のの増増額額をを求求めめてていいまますす。。  

((66))  特別交付金のあり方の見直し 
特特別別区区財財政政調調整整交交付付金金ののううちちのの特特別別交交付付金金はは、、年年度度途途中中のの災災害害のの発発生生やや普普通通交交付付金金

のの算算定定基基礎礎ででああるる基基準準財財政政需需要要額額等等でではは捕捕捉捉ししききれれなないい特特別別なな財財政政需需要要等等ががああるる場場合合

にに交交付付さされれるるももののでですす。。現現在在、、交交付付金金総総額額のの 55％％、、448866 億億円円（（令令和和 33 年年度度））をを占占めめてていい

まますすがが、、透透明明性性、、公公平平性性をを高高めめるるたためめ、、そそのの割割合合をを 22％％をを基基本本にに引引きき下下げげ、、財財源源をを普普通通

交交付付金金にに移移行行ささせせるるよようう求求めめてていいまますす。。 
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ま と め 

 
○○現現行行のの都都区区制制度度はは、、東東京京大大都都市市地地域域ににおおけけるる身身近近なな自自治治とと行行政政のの一一体体性性をを共共にに確確保保すするる

観観点点かからら、、複複数数のの基基礎礎的的なな地地方方公公共共団団体体（（特特別別区区））とと広広域域のの地地方方公公共共団団体体（（東東京京都都））のの特特

別別なな役役割割分分担担にによよりり対対応応すするる大大都都市市制制度度でであありり、、法法定定さされれたた都都区区間間のの役役割割分分担担及及びび財財源源

配配分分ににつついいててのの原原則則ののももととにに、、都都区区間間のの協協議議にによよりり課課題題をを解解決決ししよよううととすするるもものの  

○○都都区区制制度度はは、、長長年年ににわわたたるる特特別別区区のの自自治治権権拡拡充充のの取取組組みみをを経経てて今今日日のの姿姿にに至至っったたももののでで

あありり、、平平成成 1122 年年にに施施行行さされれたた現現行行制制度度はは、、都都とと特特別別区区がが合合意意をを得得てて国国にに法法改改正正をを求求めめ、、

実実現現ししたたもものの  

○○都都とと特特別別区区はは、、様様々々なな課課題題にに直直面面しし、、厳厳ししいい協協議議をを重重ねねつつつつもも、、自自主主的的にに解解決決ししななががらら制制

度度をを運運用用  

○○現現行行制制度度のの下下ででのの最最大大のの課課題題はは、、都都がが一一体体的的にに処処理理すするる「「市市町町村村事事務務」」のの具具体体的的なな整整理理にに

よよりり、、改改正正自自治治法法のの原原則則にに則則っったた役役割割分分担担のの明明確確化化とと役役割割分分担担にに基基づづくく安安定定的的なな財財源源配配

分分をを確確立立すするるこことと  
    そそののここととをを通通じじてて、、住住民民にに対対すするる都都区区のの行行政政責責任任のの明明確確化化をを図図りり、、基基礎礎自自治治体体ででああるる

特特別別区区のの行行財財政政基基盤盤のの強強化化とと都都がが広広域域的的課課題題にに専専念念ででききるる体体制制をを確確保保しし、、都都区区のの真真ののパパ

ーートトナナーーシシッッププ確確立立にによよるる住住民民福福祉祉のの向向上上とと大大都都市市東東京京のの発発展展をを期期すするるもものの  

○○特特別別区区制制度度調調査査会会のの報報告告「「『『都都のの区区』』のの制制度度廃廃止止とと『『基基礎礎自自治治体体連連合合』』のの構構想想」」はは、、現現行行

のの制制度度がが、、都都区区間間のの役役割割分分担担及及びび財財源源配配分分ににつついいてて法法定定のの原原則則ののももととでで双双方方のの協協議議にによよ

りり解解決決ししよよううととすするるももののででああるるののにに対対しし、、協協議議にによよるる解解決決のの限限界界をを克克服服すするる方方途途ととししてて

示示さされれたたもものの  

○○特特別別区区ににととっってて、、東東京京大大都都市市地地域域ににおおけけるる自自治治制制度度のの選選択択肢肢はは、、現現在在ののととこころろ、、現現行行都都区区

制制度度かか、、特特別別区区制制度度調調査査会会のの提提言言にによよるる「「基基礎礎自自治治体体連連合合構構想想」」ののいいずずれれかかででああるるがが、、特特

別別区区（（基基礎礎自自治治体体））優優先先のの原原則則のの下下ででのの東東京京大大都都市市地地域域のの自自治治のの確確立立にに向向けけてて、、現現行行制制度度

のの運運用用改改善善をを優優先先ししつつつつ、、自自治治制制度度改改革革関関連連のの動動向向等等をを踏踏ままええななががららささららにに検検討討をを深深めめ

てていいくく方方針針 

○○特特別別区区はは、、平平成成 1122 年年都都区区制制度度改改革革以以降降、、財財源源配配分分にに関関すするる都都区区協協議議、、都都区区ののあありり方方検検討討、、

児児童童相相談談所所のの設設置置、、地地方方分分権権改改革革へへのの対対応応、、特特別別区区のの将将来来構構想想のの検検討討、、全全国国連連携携ププロロジジェェ

ククトトのの推推進進、、調調査査研研究究機機構構ででのの共共通通課課題題のの研研究究等等のの諸諸課課題題にに連連携携ししてて取取組組みみ  

○○特特別別区区はは、、平平成成 1122 年年都都区区制制度度改改革革のの経経緯緯ははももととよよりり、、改改革革後後のの取取組組みみもも踏踏ままええつつつつ、、都都

区区関関係係のの改改善善、、児児童童相相談談所所のの設設置置、、都都区区財財政政調調整整制制度度のの運運用用改改善善等等をを進進めめ、、行行政政ののあありり方方

のの見見直直ししをを含含むむ人人口口減減少少社社会会・・少少子子高高齢齢化化へへのの対対応応、、首首都都直直下下地地震震・・大大規規模模水水害害等等へへのの備備

ええ、、感感染染症症対対策策、、22002200 オオリリンンピピッックク・・パパララリリンンピピッックク開開催催成成果果のの還還元元、、全全国国各各地地ととのの共共

存存共共栄栄等等のの諸諸課課題題にに連連携携ししてて取取りり組組むむととととももにに、、都都区区がが連連携携ししてて東東京京大大都都市市地地域域のの課課題題

をを解解決決ししてていいけけるる体体制制をを構構築築ししてていいくくここととがが必必要要 
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意義と都区制度のこれから 

講  演  録 

 

  

 

 

講師：特別区長会事務局 参与 志賀 德壽 

 

 
 

 

日 時  令和４年１月 21日（金） 

   場 所  東京区政会館 20階会議室 
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